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序     文 
 
サハラ以南アフリカ諸国のなかでも最貧国の1つであるニジェール共和国は、「教育開発10カ年

計画（PDDE）2003-2012」において、初等教育総就学率を2002年の41.7％から2012年までに94％ま
で向上させることを目標としている。また同計画では、学校運営に係る権限を中央省庁から学校

運営委員会（COGES）へ委譲することを骨子とする地方分権化政策を柱のひとつとして掲げてい
る。この政策は学校をとりまく地域住民を学校運営の中心的担い手として位置づけ、学校活動計

画策定から運営資金の管理、教員の管理などの権限を委譲し、さらに保護者への就学啓発活動な

どの責任をもたせるものである。しかし、当初はこの政策を具体化する実施戦略が不在で、COGES
は機能していなかった。そこでニジェール共和国政府は日本に対しCOGES政策を具現化するため
の技術協力を要請し、これに基づき、2004年1月から2007年7月まで「住民参画型学校運営改善計
画（みんなの学校プロジェクト）」が実施された。 
フェーズⅠでは、学校運営における住民参画を効果的に促進するCOGES戦略が打ち出され、対

象地域のタウア州及びザンデール州においてその有効性が実証された。2007年4月にはプロジェク
トの同戦略が国民教育省により採用され、公式なモデルとして認められた。この承認を受け、ニ

ジェール共和国政府は同モデルを全国（当初約9,000校、現在は約1万校）に普及することを決定し
たうえで、全国普及とモデル発展のための技術協力を日本に要請し、2007年8月から3年間の予定
で本プロジェクトが開始された。 
今般、2010年7月末のプロジェクト終了を控え、プロジェクトの終了時評価調査を実施すること

を目的として、調査団を派遣し、ニジェール共和国政府や関係機関との間でプロジェクトの進捗

状況の確認と経済協力開発機構開発援助委員会（DAC）評価5項目に基づいた評価、今後の方向性
に関する協議を行った。 
本報告書は、この調査結果を取りまとめたものであり、今後のプロジェクトの展開、さらには

類似プロジェクトの効率的実施のために活用されることを願うものである。 
最後に、本調査にご協力頂いた内外の関係者の方々に深い謝意を表するとともに、引き続き一

層のご支援をお願いする次第である。 
 
平成22年2月 

 
独立行政法人国際協力機構 

人間開発部長 萱島 信子 
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評価調査結果要約表 
担当部：人間開発部基礎教育第二課 

１．案件の概要 

国名：ニジェール共和国 案件名：住民参画型学校運営改善計画（みんな
の学校プロジェクト）フェーズⅡ 

分野：基礎教育 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：人間開発部基礎教育第二課 協力金額（評価時点）：3.68億円 

協力相手先機関：国民教育省 協力期間（R/D）： 
2007年8月1日～2010年7月31日（3年間） 

他の関連協力：なし 

１－１ 協力の背景と概要 
サハラ以南アフリカ諸国のなかでも最貧国の1つであるニジェール共和国（以下、「ニジェー

ル」と記す）は、「教育開発10カ年計画（Programme Décennal de Développement de l’Education：
PDDE）2003-2012」において、初等教育総就学率を2002年の41.7％から2012年までに94％まで向
上させることを目標としている。また同計画では、学校運営に係る権限を中央省庁から学校運
営委員会（Comité de Gestion des Établissements Scolaires：COGES）へ委譲することを骨子とする
地方分権化政策が柱のひとつとして掲げられている。この政策は学校をとりまく地域住民を学
校運営の中心的担い手として位置づけ、学校運営計画策定から運営資金の管理、教員の管理な
どの権限を委譲し、さらに保護者への就学啓発活動などの責任をもたせるものである。しかし、
当初はこの政策を具体化する実施戦略が不在で、COGESは機能していなかった。そこでニジェ
ール政府はわが国に対し、COGES政策を具現化するための技術協力を要請し、この要請に基づ
いて2004年1月から2007年7月まで「住民参画型学校運営改善計画（みんなの学校プロジェクト）
フェーズⅠ」（以下「フェーズⅠ」）が実施された。 
フェーズⅠでは、学校運営における住民参画を効果的に促進するCOGESモデルが構築された。

対象地域のタウア州及びザンデール州においては同モデルの有効性が実証され、2007年4月に国
民教育省が主催した国家COGES実施戦略セミナーでは同モデルが公式なモデルとして承認され
た。この承認を受け、ニジェール政府は同モデルを全国（当初：約9,000校、現在は約1万校）に
普及することを決定したうえで、全国普及とモデル発展のための技術協力をわが国に要請し、
2007年8月から3年間の予定で「住民参画型学校運営改善計画（みんなの学校プロジェクト）フ
ェーズⅡ」（以下「フェーズⅡ」）が開始された。 
これまでに長期専門家4名（チーフアドバイザー/教育アドバイザー、COGESモニタリング、

学校活動計画、能力強化/業務調整）を派遣してきている（「学校活動計画」専門家は2009年12
月に帰国）。また、全国普及時の研修実施にあたっては、世界銀行からの資金協力を得るなど、
世界銀行との連携も図られている。 
 
１－２ 協力内容 

COGESの全国普及とモデル発展を目的に、①機能するCOGESの全国普及に向けた行政官、校
長、教員及び住民の能力強化、②設置されたCOGESのモニタリング体制の構築、③パイロット
地域（タウア州・ザンデール州）においてCOGESを通じた教育改善活動のモデル構築、を行う
もの。 
 
（１）上位目標 

COGESによる学校運営を通じて基礎教育の質とアクセスが向上する。 
 



（２）プロジェクト目標 
全国の小学校に機能するCOGESを設置し、維持するためのCOGES政策実施体制が強化され

る。 
 
（３）成 果 

1．機能するCOGESを全国に設置するためにさまざまなレベルの関係者の能力が強化される。
2．COGESのモニタリング体制が構築される。 
3．パイロット地域（タウア州及びザンデール州）においてCOGESを通じた教育改善活動のモ
デルが構築される。 

 
（４）投入（評価時点） 
日本側：合計 3.68億円 
長期専門家派遣 4名（112MM） 機材供与 2,869万3,000円 
短期専門家派遣 1名（1.83MM） ローカルコスト負担 1億6,872万4,590円 
研修員受入れ 2名 

相手国側： 
カウンターパート配置 12名 機材購入 なし 
土地・施設提供 なし 
ローカルコスト負担 世界銀行支援による研修費 

 

２．評価調査団の概要 

調査者 団長・総括 原 雅裕 JICA国際協力専門員/人間開発部課題アドバイザー 
教育企画 梅宮 直樹 JICA人間開発部基礎教育グループ基礎教育第二課 調査役
協力企画 丸山 真司 JICA評価部事業評価第二課 
評価分析 伊藤 治夫 ICONS国際協力株式会社 

調査期間 2010年1月18日（月）～2月11日（木） 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 
（１）成 果 
成果1：機能するCOGESを全国に設置するためにさまざまなレベルの関係者の能力が強化され
る。 
全国の州国民教育事務所長（Direction Régionale de l’Education Nationale：DREN）、COGES

監督官、県視学官、COGES担当官を対象にワークショップ、セミナーが実施され、地方行政
官の能力が強化された。また、対象州すべてにおいてCOGES設立及び学校活動計画の実施に
係る研修実施プログラムが策定され、フェーズⅡから新規に対象となった6州で、6,579名の校
長（計画の99.5％）がCOGES委員の民主選挙に関する研修を受講し、1万3,267名のCOGES委
員（計画の98.5％）が学校活動計画策定に関する研修を受講した。なお、研修実施経費は世銀
が支援した。 
 
成果2：COGESのモニタリング体制が構築される。 

COGES連合モデルは、2008年7月に国民教育省主催のワークショップにて公式に承認され、
同年10月に省令が発布された。 

COGES連合の設立と機能化については、タウア・ザンデールではフェーズⅠ実施中に99の
COGES連合が設立された。見返り資金運用開始の遅れによってCOGES担当官によるモニタリ
ングが中断された期間、COGES連合の総会・事務局会合の実施回数に低下がみられたが、2009



年2月より見返り資金のディスバースメントが開始され、それ以降は月例会議が計画どおり実
施されている。新規6州については、アガデスを除く5州の151コミューンのうち、アクセスが
困難なディッファ州の2コミューンを除くすべてのコミューンでCOGES連合が設立された。な
お、アガデスに関しては治安状況悪化のため、COGES連合設置研修の実施が見合わされてい
る。 
地方行政官によるモニタリングについては、タウア・ザンデールではCOGES担当官が定期

的にCOGES連合を巡回し、モニタリングを実施している。COGES担当官月例会議も定期的に
実施されており、COGES監督官がCOGES担当官を監督・支援している。 
フェーズⅡで新たに対象となった6州ではCOGES連合は2008/2009の中盤において設立され

たばかりであり、分析を行うのは時期尚早である。しかしながら、タウア州及びザンデール
州ではCOGES連合がプロジェクトの初期に設立されていることもあり、2008/2009年度におい
ては両州のCOGES連合のうち82％が少なくとも年3回の住民総会及び年6回の事務局会合を行
っている。したがって、2009/2010年度において、新規対象州でも目標の達成の可能性は高い
と考えられる。 

 
成果3：パイロット地域（タウア州及びザンデール州）においてCOGESを通じた教育改善活動
のモデルが構築される。 

2006年にタウアの3COGESに導入されたCOGESが運営主体となるコミュニティ幼稚園は、
国連児童基金（United Nations Children’s Fund：UNICEF）との連携の下、急速に拡大し、タウ
ア、ザンデールの両州で165園に達した。両州の園児の数は1万人を超えていると想定される。
コミュニティ幼稚園の設立は初等教育へのアクセスに対しても大きく貢献しており、例えば2
州の園児のほとんどは小学校へと進学している。また、2008年8月には機能するCOGESが運営
主体となるコミュニティ幼稚園モデルが公式モデルとして承認された。さらに、「コミュニテ
ィ幼稚園設置のためのガイドライン」がタウア及びザンデールでのパイロット活動を通じて
策定され、同ガイドラインは2009年12月に開催されたワークショップにおいて公式に承認さ
れ、プロジェクト関係者に情報共有が行われている。 
また、マラディ、タウア、ティラベリ、ザンデールの95％以上のCOGES連合が、フォーラ

ムで決定した特定テーマへのコミットメントを引き出すことを目的とした総会を開催してい
る。ドッソ州については、本評価調査の1カ月前にフォーラムが行われたため、現在そのモニ
タリングが実施されている。 

 
（２）プロジェクト目標：全国の小学校に機能するCOGESを設置し、維持するためのCOGES政

策実施体制が強化される。 
新規対象6州において6,577校（計画の97.1％）が民主的にCOGESを設置し、COGES設置に

関する議事録を県視学官事務所に提出した。全国における民主的なCOGESの設置が達成され
た。COGESの機能度を測る指標となる学校活動計画策定について、2008/2009年度は全国で
7,333校（計画の70.2％）が県視学官事務所に学校活動計画を提出した。他方、年間活動総括
表については、全COGESの49.7％に当たる5,195のCOGESがこれを提出しているが、ほとんど
の州において目標は達成されておらず、更なる努力が必要である。 

 
（３）上位目標：COGESによる学校運営を通じて、基礎教育の質とアクセスが向上する。 

フェーズⅠが開始された2004年以降、国民教育省とドナーの協力の結果、ニジェールにお
ける基礎教育の質とアクセスに関する指標には、改善が見られる。国民教育省とJICAは、プ
ロジェクトを通じたCOGESの設置と機能化が教育指標の改善に大きく貢献しているという認
識を共有した。 

 



３－２ 評価結果の要約 
（１）妥当性：非常に高い 

教育の地方分権化の一環として住民参画型の学校運営を促進することはニジェール政府の
教育開発10カ年計画（PDDE）2003-2012に明記されており、ニジェールの国家政策に合致す
る。日本は、第4回アフリカ開発会議（TICADⅣ）において「みんなの学校」モデルを通じた
学校運営改善プロジェクトを西アフリカにおいて1万校に拡大することを表明しており、日本
の援助政策に合致している。 
現地のニーズに基づいた学校運営改善はコミュニティと児童のニーズに合致するものであ

る。住民参画による教育開発は、政府のリソースが限られているニジェールにおいて適切な
アプローチである。また、民主選挙によるCOGES代表の選出は、メンバーのモチベーション
を向上させ、COGESの機能化及び住民総会を通じた透明性の確保に貢献している。 

 
（２）有効性：高い 

民主選挙により全国の97.1％の学校でCOGESが設立された。一方でCOGESの機能度及び
COGES連合を中心としたモニタリングの機能に左右される学校活動計画並びに活動総括表の
提出率は、現時点においては目標値を下回る。今後、COGES連合による総会の開催がピーク
を迎えることからも、回収率の向上が期待され、プロジェクト終了時までの目標達成が期待
される。また、3つの成果（関係者の能力強化、モニタリングシステム構築、教育改善モデル
の構築）は、それぞれにプロジェクト目標の達成に貢献しており、適切に設定されている。

 
（３）効率性：高い 

プロジェクトは限られた資源を有効に活用し、成果を産出している。プロジェクトの前半
時点で見返り資金運用開始とCOGES担当官用バイク供与の遅延によるモニタリング体制の構
築の遅れにより、目標が達成されていない成果もあるが、おおむね順調に成果が発現してい
る。 
プロジェクトが実施する研修は、必要最低限の研修経費、期間及び研修内容による実施が

強調されている。このようなミニマムパッケージを用いることでCOGES設立の全国への普及
を可能としている。他方、プロジェクトの対象が全国レベルであるにもかかわらず、少人数
の日本人専門家及び現地スタッフでプロジェクトが運営されている。これは高い効率性をも
たらしている一方で、個々のスタッフに負担を強いる結果となっている。活動の質を担保す
るためにも、業務負担の軽減が求められる。 

 
（４）インパクト：非常に大きい 

国家教育統計によれば、フェーズⅠ開始の2004年以降、上位目標である総就学率、修了率
などニジェールの教育指標には改善がみられる。これらの教育指標の向上には多くの貢献要
因が考えられるが、各州への踏査による関係者へのインタビューの結果、プロジェクトを通
じたCOGESの設置と機能化がその大きな貢献要因になっていることが確認された。 
また、フォーラム・アプローチにより、例えば、ザンデールでは2007年5月から女子就学促

進キャンペーンが、タウアでは2008年4月から女子就学促進キャンペーン、2009年3月からは
入学した女子に対する残留キャンペーンが実施されたことによって、女子入学登録者数が大
幅に増加すると同時に、入学登録者における男女比率（女子数/男子数）について両州におい
て向上がみられるなどのインパクトが発現している。 
さらに、コミュニティ幼稚園の普及により就学前教育就学児童数が大きく増加している。

ニジェールの特に農村部での就学前教育へのアクセス拡大はPDDEの目標としてもその点が
掲げられており、国家教育政策の実現に寄与している。また、コミュニティ幼稚園の普及に
よる就学前教育の拡大は初等教育における女子教育の推進、学校運営の改善等に正の影響を



与えることが報告されている。 
 
（５）自立発展性：中 

政策面については住民参画型の学校運営を促進することは教育開発10カ年計画（PDDE）に
明記されている。COGES、COGES連合のモデルは国家レベルで公式化されており、政策面の
自立発展性は高いと判断される。 
組織・財政面については中央レベルにCOGES推進室、州レベルにCOGES監督官、県レベル

にCOGES担当官が配置されており、COGES政策を持続的に推進する組織体制は整備されてい
る。モニタリング経費は現在見返り資金から支出されているが、同資金の運用終了後の予算
手当てについて今後検討していく必要がある。 
技術面についてはCOGES監督官、COGES担当官はCOGESの全国普及に関する研修を成功さ

せ、研修実施能力を実証した。COGES連合、COGESに対するモニタリング能力、技術支援能
力については、COGES担当官月例会議等を通じて強化が図られている。また、限られた資源
での継続的なモニタリング体制の構築のため、視学官に対する能力強化がフォーラムを開催
した州の月例会議の際に実施されている。視学官の能力強化を図り、COGESモニタリングを
通常業務として地方教育行政に組み入れることはCOGESのモニタリング体制の維持につなが
る。 

 
３－３ 効果発現に貢献した要因 
（１）計画内容に関すること 

特になし。 
 
（２）実施プロセスに関すること 

フォーラムの開催前後で、活動の成果が関係者に目に見える形で現れるようになった。プ
ロジェクトの成果の可視化は、コミュニティ、教員や教育行政官がCOGES活動に対してより
積極的になるための最も重要な要素であるといえる。 
プロジェクトはCOGESを通じてコミュニティのリーダーや住民も学校の問題について議論

を行う機会を得ることにより、コミュニティが自らのニーズを満たすための能力強化の支援
を行い、コミュニティのオーナーシップの醸成に大きな役割を果たしている。 
フォーラム・アプローチにおいては、州のリーダーや視学官などのすべての教育関係者の

コミットメントを引き出し、特定テーマに基づいて策定される学校活動に対して、その責任
の所在を明確にすることで成果の発現に大きく貢献している。 

 
３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 
（１）計画内容に関すること 

特になし。 
 
（２）実施プロセスに関すること 

一部の地方で治安の悪化がみられ、2009年12月以降日本人専門家によるモニタリング活動
が制限されるなどの影響がみられた。現時点では活動の制限に伴う負のインパクトはみられ
ないが、今後の治安の悪化への対応策について検討が行われている。 

 
３－５ 結 論 
以上のとおり、自立発展性については中程度である一方、妥当性、有効性、効率性、インパ

クトともに高く、総じて高く評価できる。本フェーズにおいて、プロジェクトは、COGESの関
係者の能力強化を行い、CCOGES担当官とCOGES連合による集会型モニタリングという新しい



形のモニタリング体制の確立のため、モデルの実証、承認、全国普及を行い、その体制の確立
の努力を続けている。また、プロジェクトは、住民と行政が連携し一体となった地域の教育開
発のモデルとして、フォーラム・アプローチを開発し、その実施によりニジェールの教育開発
に多大な貢献をなしたほか、更に地域の教育開発を強化するために、州レベルの視学官会議を
提案し、その開催を支援した。現在は制度化され、その活動も大きな成果を出しつつある。ま
た、COGESのイニシアティブにより開始され、その実施を支援し、モデル化を行ってきたコミ
ュニティ幼稚園も、現在は園児数も1万人を超しモデル承認が行われ、ニジェールの公式なモデ
ルとなった。 
このように大きな成果を残しているフェーズⅡであるが、COGES連合の機能化とそのモニタ

リング体制に関し、試行期間が短かったため、その目標を達成できなかった。このため、調査
団とニジェール側は、協議のうえ、目標達成のためにプロジェクト期間を1年間延長することを
関係機関に提言することについて合意した。 
 
３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 
（１）COGESモニタリング体制における各関係者の役割の明確化とその強化 

現在のCOGESのモニタリングは、COGES担当官及びCOGES連合が中心となっているが、行
政レベルでは、当然、DREN、視学官、指導主事、校長などの関係者の役割が重要であり、政
策的にはその役割の明確化が求められる。 

 
（２）COGESモニタリング体制確立のための努力の継続 

昨年、COGES連合の全国普及が終わり、COGES連合を通したモニタリングが始まったが、
全国における実施期間がまだ短く、現在体制整備の努力を継続している。今後、この体制の
更なる強化が必要である。 

 
（３）COGESモニタリング予算の確保 

現在、COGES担当官のモニタリング経費や月例会議等のCOGESモニタリング予算は、見返
り資金から支出されているが、見返り資金後の予算の確保が必要である。 

 
（４）フォーラム・アプローチの経験の集約・記録 

フォーラム・アプローチは、国民教育省や住民の教育開発需要に沿った形で、また、住民
を中心とした活動を国民教育省が支援する形で大きな成果を上げてきた世界でもまれに見る
住民と行政が一体となった効果的なアプローチである。フォーラム・アプローチの経験を集
約し記録として取りまとめることが必要である。 

 
（５）プロジェクト実施体制の強化 

プロジェクトは、活動が全国に広がり業務量が増し、専門家の業務量が増大しており、短
期専門家の派遣でのプロジェクト実施体制の強化が必要と思料される。 

 
（６）COGES連合、コミューン及び教育行政の関係強化 

本来、地域の教育開発、地方分権化からみれば、COGES連合、コミューン及び教育行政上
の各関係者（DREN、視学官、指導主事、校長など）が協力して、地域の教育改革を行ってい
くことが望まれる。2008年にCOGES連合とコミューンの関係は省令で明確化されたが、その
連携は、地域により濃淡がある。今後は、その連携を強化するための連絡会議等を常設し、3
者の恒常的な協力強化を行っていく必要がある。 

 
 



（７）フォーラム・アプローチの構造化、永続化 
フォーラム・アプローチは、住民の力を最大限に引き出し、地域の教育開発に大きな成果

を上げ、ひいては、ニジェール全体の教育の改善に大きな貢献を行っている。しかし、その
実施は単発的であり、継続性には問題がある。このフォーラム・アプローチ及びその効果を
持続化・永続化するための仕組みを考えていく必要がある。 

 
（８）COGESの更なる能力強化 

プロジェクトの開発したCOGES機能化モデルは、プロジェクトフェーズⅠ、フェーズⅡを
経て、全国普及を行い、その結果、COGESが住民を動員した活動により、ニジェールの教育
改善について大きな成果を上げてきた。しかし、住民が動員できる資源には限りがあり、今
後、外部の資源の導入も考慮されていかなければならない。外部の資源導入にあたっては、
更なる計画能力強化及び資源の管理運営能力強化を行っていく必要がある。また、教員養成
校での養成内容にCOGESに関する研修を含める必要がある。 

 
（９）コミュニティ幼稚園の全国普及支援戦略確立 

プロジェクトとUNICEF、国民教育省が連携して開発したコミュニティ幼稚園モデルは、大
きな成果を出し、制度化された。今後は、3者が協力して全国普及に取り組むべきであると思
慮されるが、全国普及に向けた取り組み、戦略はまだ確立されていない。この戦略の確立の
努力が求められる。 

 
３－７ 教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、

運営管理に参考となる事柄） 
（１）普及可能なモデルの形成 

フェーズⅡでは、フェーズIで開発されたCOGESの普及モデルを実際に普及することに成功
している。ミニマム・パッケージと呼ばれる研修の効率化（現地語の使用やシミュレーショ
ンの導入、研修対象人数の削減）、研修期間の短縮、地方行政官のモニタリングの合理化等を
経て確立されたCOGES普及モデルの有効性が証明された。モデル形成に際して、モデルを広
範囲に普及し、実証、モニタリングを実施したうえで、モデルの改善を行うといったPDCAサ
イクル1を確実に実行した結果、普及可能なモデルの確立が可能となっている。同時にモデル
の有効性の広範囲での実証は、国民教育省、ドナーに対する説得力を高め、モデルの省令化、
普及費用の獲得につながっている。 

 
（２）開発ニーズの明確化と技術協力の強みの活用 

プロジェクトのめざす全国レベルでのCOGESの機能化は、ニジェールをはじめとするアフ
リカ諸国で進む地方分権化に伴う教育分野のニーズに対応したものである。プロジェクトは
日本の技術協力の強みを生かして、現場のニーズを拾い上げ、住民の自主性を引き出すアプ
ローチを用いることで、教育指標を改善し、他ドナーによる協力との差別化を実現した。プ
ロジェクトの計画段階において、国家政策との整合性の有無を確認するのみでなく、その開
発課題の本質を分析し、技術協力の強みを生かした戦略を立てることで、相手国政府のもつ
開発ニーズを満たす協力が可能となる。 

 
（３）フォーラムを通した成功体験の活用 

各州でのフォーラムにおいては、単に教育上の問題を探すだけでなく、その問題を解決す
るところまでをセットとして流れをつくることで、各アクターに成功体験を提供し、オーナ

                                            
1 PDCAサイクルとは、Plan、Do、Check、Actionの4ステップから成る活動の継続的改善である。 



ーシップの醸成が図られている。成功体験を得るためには、問題を自らの手で解決させ、そ
の成果を顕在化させることで、各アクターがその成果を実感することが必要となる。 

 
（４）世銀との連携 

本プロジェクトはわが国の技術協力と世銀との連携により全国展開を実現した貴重な事例
であり、貴重な教訓が得られている。国家教育開発戦略に強い影響を与えている世銀との連
携は、国民教育省からコミットメントを引き出し、また資金面においてプロジェクトの有効
性を向上させた。一方で、世銀からのバイク供与の遅延によるCOGESモニタリング体制の構
築の遅れ、世銀の資金で実施されるCOGESへの研修の質の担保の難しさなど、プロジェクト
の進捗を妨げる外部要因も生んでいる。外部のリソースをプロジェクトの根幹となる活動に
用いる際には、調達システムに関して十分に理解する必要があると同時に、その投入が実施
されなかった場合のリスクヘッジなどを考慮して、プロジェクトデザインを行う必要がある。
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Participation (“School for All”) Phase II 

Issue/Sector： Basic Education Cooperation Scheme：Technical cooperation project

Division in Charge：Basic Education Division II, 
Group 1, Human Development Dept. 

Total Cost (evaluation point)：368 milliion yen 

Partner Country’s Implementing 
Organization：Ministry of National Education 

Period of Cooperation (R/D): 
3 years from August 1, 2007 to July 31, 2010 

Supporting Organization in Japan： 

1-1 Background of the Project 
Republic of Niger (hereafter referred to as Niger), one of the poorest countries in sub-Saharan 

African countries, is aiming to improve the gross enrollment rate of primary education from 41.7% in 
2002 to 94% by the year 2012 under the Ten-year Educational Development Plan (PDDE) 2003-2012".  
In this plan, transfer of the school management authority from the central government to School 
Management Committee (COGES) in each primary school has been listed as one of the important 
pillars of the decentralization policy.  This policy outlines that the authority of planning school 
management, administration of operational cost and teachers should be transferred to community 
residents living in the vicinity of schools, and assigns a responsibility on awareness raising campaigns 
for the promotion of school enrollment by placing community residents as central actors in school 
management.  Initially, however, COGES was not fully functioned due to the absence of the 
implementation strategy to realize the policy into practice.  The government of Niger therefore 
requested the Japanese government for a technical cooperation project to realize the COGES policy.  
Based on the request, the Project on Support to the Improvement of School Management through 
Community Participation (“School for All”) Phase I (hereafter referred to as Phase I) was carried out 
from June 2004 to July 2007. 

In Phase I, the COGES model was established to promote the efficient community-based school 
management.  The effectiveness of this model has been proved in the target regions of Tahoua and 
Zinder, and then the model was approved as an official model at the COGES implementation strategy 
seminar held by Ministry of National Education (MEN) in April 2007.  Responding to this approval, 
the government of Niger decided to disseminate this model over all schools (originally for around 9,000 
schools, but around 10,000 schools at present) and a technical cooperation project to disseminate and 
improve this model was requested to Japan. As a result, the Project on Support to the Improvement of 
School Management through Community Participation (“School for All”) Phase II (hereafter referred to 
as Phase II) was initiated for three years from August 2007.  Four long-term experts (Chief 
Advisor/Education Advisor, COGES Monitoring, Development of COGES Initiatives, and Capacity 
Development/Coordinator) have been dispatched so far (the assignment of the expert of Development 
of COGES Initiatives ended in December 2009). 

Phase II is aiming at (1) developing capacity of government officials, school principals, teachers 
and community residents to disseminate functioning COGES nationwide, (2) building the monitoring 
system for installed COGES, and (3) establishing a model of school improvement activities conducted 
by COGES in pilot areas (Tahoua and Zinder regions). 



1-2 Contents of Cooperation 
(1) Overall Goal 

The quality of and the access to basic education are improved by school management through 
community participation 

(2) Project Purpose 
Structure to establish and sustain COGES is reinforced to make COGES effective nationwide 

(3) Outputs 
Output 1: The capacity of actors related to COGES is developed at all levels 
Output 2: A COGES monitoring system is established 
Output 3: A model of school improvement activities conducted by COGES is established 

(4) Input (up to the point of Final Evaluation) 
Japanese side: Total 368 million yen 

Long-term experts (4 persons）(112M/M)  Provision of equipment 29 million yen 
Short-term experts (1 person）(1.83M/M)  Operation cost 169 million yen 
Counterpart training in Japan (2 persons) 

Nigerien side: 
Counterparts (12 persons)              Provision of equipment: n.a. 
Provision of land and facility: n.a. 
Operation cost: Training cost financed by the World Bank 

2. Outline of Evaluation Study Team 

Leader Mr. Masahiro Hara Senior Advisor, JICA 

Education 
Planning 

Mr. Naoki Umemiya 
Assistant Director, Basic Education Division 
II, Basic Education Group, Human 
Development Department, JICA 

Cooperation 
Planning 

Mr. Shinji Maruyama  
Staff, Evaluation Division II, Evaluation 
Department, JICA 

Members of 
Evaluation 
Team 

Evaluation and 
Analysis 

Mr. Haruo ITO 
Consultant, Social System Department, 
ICONS International Cooperation Inc. 

Period of 
Evaluation 

From January 18, 2010 
to February 11, 2010 

Type of Evaluation: Final Evaluation 

3. Outline of Evaluation Result 

3-1 Verification of Outputs (results, degree of achievement of overall goal and project purpose) 
(1) Output of the Project 

Output 1: The capacity of actors related to COGES is developed at all levels 
The capacity of local officers has been enhanced through the workshop and seminars for Regional 

Office of National Education (DREN), regional COGES supervisors (PFs), district inspector and 
district COGES officers (ORs).  6,579 school principals (99.5% of planned number) have participated 
in the training on democratic election of COGES members, and 13,267 COGES members (98.5% of 
planned number) have also participated in the training on the development of school action plans in the 
six regions which have been newly targeted from Phase II of the project.  Training expenses have been 
supported by the World Bank. 
 

Output 2: A COGES monitoring system is established 
A model of FCC was formally approved at a workshop organized by the MEN in July 2008, and the 



ministerial ordinance was promulgated in October 2002.  For the establishment and activation of FCC 
functions, 99 FCC have been established in the Tahoua and Zinder regions in Phase I of the project.  
Although the slow-down of COGES monitoring, the reduction of frequency of general assemblies and 
committee meetings were identified as some problems due to delays in disbursement of the Counterpart 
Fund, the monthly meetings have been held as planned after the recommencement of the Counterpart 
Fund disbursement in February 2009. 

In six newly targeted regions except Agadez in which the training for the FCC establishment has 
been postponed due to the deterioration of the security situation, FCCs have been established in all the 
151 communes in those five regions except two communes in Diffa with access difficulty. 

In terms of the monitoring by local government officials, the district COGES officers are in charge 
of the regular visits monitoring on FCC activities.  Meanwhile, the monthly meeting for COGES 
officers has been regularly carried out.  Through these activities, district COGES officers are directed 
and supported by the regional COGES supervisors.  Since FCC in six target regions of Phase II was 
only founded in the middle of 2008-2009, it is too early to make analysis of the project outcomes. 
However, 82% of FCCs have been held at least three general assemblies and 6 committed meetings in 
Zinder and Tahoua regions in which FCCs were established in the early stage of the project period. 

 
Output 3: A model of school improvement activities conducted by COGES is established 

The community pre-schools run by communities, initially introduced to three COGESs in Tahoua in 
the year 2006, have been rapidly expanded and 165 pre-schools in both Tahoua and Zinder regions have 
been established to date under the cooperation with UNICEF.  The number of pre-schools pupils in 
both regions is expected to be more than 10,000.  The establishment of community pre-schools has 
also contributed greatly to the access to primary education because most pupils, for example, tend to 
enroll in primary schools after finishing these pre-schools in both regions.  In August 2008, the 
community pre-school model run by COGES was approved as an official model.  In addition, "the 
guideline for the establishment of community pre-school" was developed through pilot activities in 
Zinder and Tahoua, and the guideline was approved formally at the workshop held in December 2009 
and in this workshop the information was shared among project stakeholders.  In addition, more than 
95% of the FCCs in each of Maradi, Tahoua, Tiraberi and Zinder region has held a general assembly for 
the propose to elicite a commitment to the educational theme decided at the forum.  In Dosso region, 
the monitoring is still working progress as the forum was held just one month before the final 
evaluation. 

 
(2) Project Purpose 

Structure to establish and sustain COGES is reinforced to make COGES effective nationwide 
6,577 schools (97.1% of the planned number) in th six newly target regions have democratically 

established COGES and submitted minutes on the establishment of COGES to district inspection 
offices.  As a result, the indicators which show the establishment of COGES nationwide through 
democratic processes have been achieved.  In terms of the submission rate of a school action plan 
which indicates the function level of COGES, 7,333 schools (70.2% of the planned number) across the 
country have submitted an action plan to district inspection offices.  On the other hand, only 5,195 
COGES, which is 49.7% of all COGES, have submitted an annual report.  Thus, more effort is 
required because the target submission rate has not been achieved yet in most of the regions. 
 

(3) Overall Goal 
The quality of and the access to basic education are improved by school management through 



community participation 
Since Phase I of the project started in 2004, as results of the cooperation with the donors and MEN, 

the basic indicators of educational quality and access in Niger have been improved. JICA and MEN 
shared the perception that the establishment and activation of COGES has contributed greatly to 
improving these educational indicators. 

 
3-2 Summary of Evaluation Result 

(1) Relevance：Very High 
As the enhancement of the community-based school management as part of the decentralization of 

educational administration is stipulated in the “PDDE”, the project purpose corresponds to the national 
education policy in Niger.  Community-based school management is also consistent with the Japanese 
aide policy as Japan pledged at TICAD IV to expand the school management projects to 10,000 schools 
in Western Africa through applying the "School for All" model.  The Improvement of 
community-based school management based on the local needs meets the needs of children and 
community residents.  The educational development with community participation is the appropriate 
approach in Niger considering limited resources of the government.  The democratic election process 
of COGES representatives improves the motivation of COGES members and contributes to ensuring 
the activation and transparency of COGES. 

 
(2) Effectiveness：High 

COGES have been democratically established in 97.1% of the schools nationwide.  On the other 
hand, the submission rate of an action plan and annual report which is influenced by the capacity of 
COGES members and monitoring quality has not been achieved to the targeted level.  However, 
holding the general assembly will reach a peak from now on.  Thus, the achievement of project 
purpose by the end of the project period is expected through increase of the submission rate of an action 
plan and annual report. 

 
(3) Efficiency：High 

The project well utilizes limited resources to produce the expected outputs.  Though some outputs 
have not been realized due to delays in disbursement of the Counterpart Funds and supply of 
motorbikes for COGES officers in the early stage of the Project, the overall outputs have been smoothly 
generated. 

The efforts to minimize training cost by reducing length and components of the training have been 
stressed in the project.  This makes it possible for the project model to be disseminated nationwide.  
Though, the project targets all regions, the number of Japanese experts and local staff was minimized, 
so that the project enhances the efficient operation.  In the meantime, it causes overload of the project 
members. The project should prevent this overload task to ensure the quality of the project activities. 
 
(4) Impact：Very High 

According to the national statistic on the basic education, the indicators of the overall goal have 
been improved since Phase I of the project started in 2004.  Although there are many factors that have 
influenced this improvement, it is identified through the interview to the Nigerian stakeholders that the 
establishment and activation of COGES by the project have contributed to this improvement of 
educational indicators. 

Moreover, under the forum approach, Zinder region has conducted the girls’ enrolment promotion 
campaigns in May 2007, and Tahoua region has also conducted the girls’ enrolment promotion 



campaigns in April 2008 and the retention campaigns for enrolled girl students in March 2009.  As a 
result, positive impacts have been seen as the number of girl’s registration has remarkably increased 
and the gender disparity rate (girls/boys) has been improved in both regions. 

Besides, the pre-school enrollment rate has also been greatly increased due to the expansion of 
community pre-schools.  While the improvement of the pre-school education access especially in rural 
areas of Niger is stressed in the objectives of PDDE, the project contributes to the realization of 
national education policy. The positive impacts of the expansion of pre-school education on promoting 
girl’s education and improving school management at the primary level have also been reported through 
the introduction of community pre-schools. 
 

(5) Sustainability : Medium 
The enhancement of community-based school management as part of decentralization of 

educational administration is stipulated in PDDE.  As COGES and FCC models have both been 
adopted as official models at the national level, the sustainability of the government policy is 
considered as high. 

Concerning institutional and financial aspects, the section for promotion of COGES (CP/COGES) 
at the central level, COGES supervisors at the regional level, and COGES officers at the district level 
have been deployed.  Thus, the organizational framework to promote sustainable development of 
COGES policies has been established.  While the monitoring costs are paid out of the Counterpart 
Funds at present, it is necessary to consider the availability of the monitoring budget after the 
completion of the Funds. 

For the technical aspect, regional COGES supervisors and district COGES officers demonstrated 
their sufficient capacity to conduct training through the successful implementation of training on the 
establishment of COGES and FCC nationwide.  More than 1,000 primary schools are established each 
year in Niger.  Regional COGES supervisors and district COGES officers have also responsibility to 
train these newly established COGES members.  The capacity of monitoring and technical assistance 
for FCC and COGES has been strengthened through monthly meetings of COGES officers.  In order 
for effective use of limited resources and the establishment of sustainable monitoring system, the 
capacity development of the inspectors has been implemented through the monthly meeting in the 
regions which had already held a forum.  The capacity development of inspectors and incorporation of 
the COGES monitoring into a primary duty of the district educational administration will secure the 
sustainable COGES system. 
 

3-3 Factors that Promoted the Realization of Effects 
(1) Factors Concerning to Planning 

Not available. 
(2) Factors Concerning to the Implementation Process 

After holding the forum, tangible results of the project activities have been produced. The 
visualization of project results is the most important factor to stimulate the active participation of the 
community, teachers and education administrators in the COGES activities.  The project successfully 
nurtures the ownership of community members through discussing educational issue of their schools 
in the COGES meetings, and through the discussion the members develop capacity to identify their 
needs and conduct activities to fill those needs by themselves.  The forum approach which 
encourages the commitments of all inspectors and regional leaders, and assigns their responsibilities 
for school activities based on the specific educational themes also greatly contributes to generating 
project results. 



3-4 Factors that Impeded the Realization of Effects 
(1) Factors Concerning to Planning 

Not available. 
(2) Factors Concerning to Implementation Process 

The monitoring activities by Japanese experts have been restricted since December 2009 due to the 
deterioration of the security situation in some regions.  Though significant negative impacts have not 
been seen so far, the measures against the security deterioration should be discussed for the future 
activities. 
 

3-5 Conclusion 
In Phase II, the project enforces the capacity of stakeholders related to the COGES administration 

and makes a continuous effort to establish a new monitoring system which is carried out by COGES 
officers and FCC.  This monitoring model has been formulated based on the verification, 
authorization and dissemination of the model.  The project developed the forum approach as a model 
of school improvement activities based on the cooperation between community residents and 
government.  The approach has generated a significant contribution to the educational development 
in Niger through its implementation.  In addition to this, the project suggested to hold the inspector 
meeting at a regional level in order to promote the educational development at the community level.  
The inspector meeting is now institutionalized and it has generated major impacts on the project 
activities.  The community pre-school which was initiated and supported by COGES has been 
modeled by the project, and it was approved as an official model of Niger. The community pre-schools 
currently accommodate more than 10,000 pupils.  Although Phase II has produced several positive 
impacts, objectives with regard to the activation of FCC and its monitoring system have not been 
achieved due to the short trial period.  Therefore, the government of Niger and the final evaluation 
team agreed to make a recommendation to extend the project period for one year based on the 
discussion. 
 

3-6 Recommendations (specific measures, suggestions and advice) 
(1) Clarifying and strengthening the roles of different players for monitoring COGES 

(Recommendation for MEN) 
COGES officers and FCC have played a central role in COGES monitoring.  However, different 

players in the decentralized educational administration body including DREN, inspectors, academic 
advisors, principals etc. are supposed to play important roles in monitoring as well.  Thus it is highly 
required to define their roles in monitoring and the relevant policy. 

 
(2) Continuous efforts to establish a system of functional FCC (Recommendation for Project) 

The nationwide establishment of FCC was completed in 2009 and monitoring by FCC was started.  
However, the project still need to make a continuous effort to establish the monitoring system due to 
insufficient duration of the nationwide trial period.  Therefore, the further reinforcement of the 
COGES monitoring system conducted by FCC is needed. 

 
(3) Securing budget for COGES monitoring (Recommendation for MEN) 

The expenses for the COGES monitoring including transportation expenses of COGES monitoring 
and expenses to hold monthly meeting have been allocated from the Counterpart Fund.  It is needed 
to secure the budget for monitoring before Counterpart Fund ends. 

 



(4) Consolidation and documentation of experiences of the Forum Approach (Recommendation for 
Project) 
The forum approach is a unique and effective means for educational development in which the 

MEN supports community-driven activities based on the needs of both the MEN and the communities.  
Experiences of the forum approach should be consolidated and documented. 

 
(5) Strengthening project implementation (Recommendation for JICA) 

Since the workload of the project experts has been increased due to the nationwide dissemination of 
project effects, it is required to strengthen the implementation structure through the dispatch of 
short-term experts. 

 
(6) Strengthening the relationship among FCC, commune and different players in decentralized 

education administration body (Recommendation for MEN) 
In the perspective of regional development in education and decentralization, it is far desirable for 

FCC, commune and different players in education administration body to collaborate together for 
regional education reforms.  Though the relationship between FCC and commune was clarified by a 
decree in 2008, its partnership varies in each region or commune.  From now on, it is required to 
reinforce the partnership among the three by setting up a regular meeting. 

 
(7) Securing the sustainability of the Forum Approach (Recommendation for MEN) 

The forum approach has contributed to the regional educational development by bringing out the 
potential of community residents, and eventually to the educational development of the whole country.  
However, it is implemented intermittently, which would cause a problem of sustainability.  Thus, the 
mechanism to secure the sustainability of this approach should be considered. 

 
(8) Further support for COGES (capacity, finance, material) (Recommendation for MEN and 

Project) 
The functional COGES model developed by the project Phase I and II has been established and 

spread out all over the country and greatly contributed to the educational improvement in Niger.  Due 
to the limit of financial and material resources available in a community, however, introduction of 
external resources is to be taken into account for the coming future.  Training for further 
strengthening planning and resource management skills is required before external resources are 
introduced.  Moreover, training module on COGES should be included in the pre-service training 
program. 

 
(9) Making a strategy for the nation-wide establishment of the Community pre-schools 

(Recommendation for Project, UNICEF, MEN) 
The model of community pre-school developed jointly by the project, UNICEF and MEN has 

brought about remarkable outputs.  The model has been approved and institutionalized by the 
Nigerien Government.  Though continuously they are supposed to work together in order to establish 
and spread it nationwide, a strategy and approaches for the nationwide establishment have not yet 
been in place.  Thus, it is needed to establish the strategy. 
 

 



 
3-7 Lessons Learned (reference cases derived from the project for finding, planning implementation 

and management of other similar projects) 
(1) Formation of a diffusion model 

In Phase II, the project successfully diffuses a COGES model developed in Phase I across the 
country.  A COGES diffusion model called “Minimum package”, which is characterized by efficient 
training (use of local languages, introduction of simulation and reducing the number of participants), 
minimization of training period and rationalization of the monitoring by regional officers was 
established.  In terms of developing a COGES model, the model which can be applied across the 
country has been developed as a result of the application of PDCA cycle1 including the steps of the 
implementation, vilification, monitoring and improvement of a diffusion model. 
 
(2) Clarification of development needs and application of strengths of technical cooperation 

The activation of COGES across the country as an aim of the project addresses the needs based on 
the promotion of decentralization of the educational administration in Niger and other African 
countries.  The project was able to improve educational indicators and differentiate itself from the 
cooperation of other donors through the utilization of advantages of Japanese technical cooperation 
which is focusing on local inputs and encouraging community initiatives.  In the planning stage of a 
project, cooperation strategies should be developed considering the advantage of Japanese technical 
cooperation and analyzing the principle of development issue in order to carry out appropriate 
cooperation which meets the development needs of beneficiary countries. 

 
(3) Application of successful experience of forum 

Through the forum in each region, the ownership of each actor has been promoted by not only 
identifying educational issues but also solving these issues.  In order to obtain a successful 
experience, each actor of the project should be aware of their educational issues and produce the 
impacts through the visualization of generated positive results. 

 
(4) Cooperation with the World Bank 

This project is a valuable case study of the nationwide dissemination of COGES model by the 
cooperation between Japanese technical cooperation and the World Bank.  The project has shown 
valuable lessons learned through this experience.  The cooperation with the World Bank which has a 
strong impact on the national education development strategy has promoted commitments of the 
MEN and effectiveness of project financial aspects.  On the other hand, some negative external 
assumptions have appeared to obstruct the project progress such as delays in building the monitoring 
system due to the postponement of procurement of motorbikes by the World Bank and difficulties in 
securing quality of COGES training funded by the World Bank.  In case of using external resources 
for the essential project activates, it is necessary to develop the project design with full understanding 
of the procurement system of other organizations and consider the risk hedge for unexpected 
situations. 

 

                                            
1 PDCA cycle is a continuing improvement composed of 4 steps such as plan, Do, Check, Action. 
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第１章 終了時評価調査団の概要 
 
１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

サハラ以南アフリカ諸国のなかでも最貧国の1つであるニジェールは、「教育開発10カ年計画
（PDDE）2003-2012」において、初等教育総就学率を2002年の41.7％から2012年までに94％まで向
上させることを目標としている。また同計画では、学校運営に係る権限を中央省庁から学校運営

委員会（COGES）へ委譲することを骨子とする地方分権化政策が柱のひとつとして掲げられてい
る。この政策は学校をとりまく地域住民を学校運営の中心的担い手として位置づけ、学校運営計

画策定から運営資金の管理、教員の管理などの権限を委譲し、さらに保護者への就学啓発活動な

どの責任をもたせるものである。しかし、当初はこの政策を具体化する実施戦略が不在で、COGES
は機能していなかった。そこでニジェール政府は日本に対し、COGES政策を具現化するための技
術協力を要請し、この要請に基づいて2004年1月から2007年7月まで「住民参画型学校運営改善計
画（みんなの学校プロジェクト）」が実施された。 
フェーズⅠでは、学校運営における住民参画を効果的に促進するCOGES戦略が打ち出され、対

象地域のタウア州及びザンデール州においてその有効性が実証された。2007年4月にはプロジェク
トの同戦略が国民教育省により採用され、公式なモデルとして認められた。この承認を受け、ニ

ジェール政府は同モデルを全国（当初約9,000校。現在は約1万校）に普及することを決定したうえ
で、全国普及とモデル発展のための技術協力を日本に要請し、2007年8月から3年間の予定で本プ
ロジェクトが開始された。 
本終了時評価調査団は、2010年7月末のプロジェクト終了を控え、終了6カ月前の2010年2月に以

下を目的として派遣された。 
    
（１）プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）に基づき、これまで実施した協力活動

について、当初計画に照らし、投入実績、活動実績、計画達成度を確認する。 
（２）計画達成度を踏まえ、評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）

の観点から、プロジェクトチーム、ニジェール側関係者とともに、プロジェクトの終了

時評価を行う。 
（３）以上の評価結果に基づき、プロジェクトの残存期間に取り組むべき活動を検討するとと

もに、プロジェクト終了後の展開について提言を行う。また、JICAの類似事業に役立て
るための教訓を抽出する。 

（４）評価・協議事項を双方の合意事項としてミニッツに取りまとめる。 
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１－２ 調査団の構成 

担当分野 氏 名 所  属 派遣期間

団長・総括 原 雅裕 JICA国際協力専門員/ 
人間開発部課題アドバイザー 

1/30-2/11 

教育企画 梅宮 直樹 JICA人間開発部基礎教育グループ基礎教育第二課 調
査役 

1/30-2/11 

協力企画 丸山 真司 JICA評価部事業評価第二課 1/30-2/11 

評価分析 伊藤 治夫 ICONS国際協力株式会社 1/18-2/11 

 
１－３ 調査日程 

日順 月 日 曜日 業務行程 

1 1月19日 火 
（伊藤団員 ニアメ着） 
JICAニジェール事務所・プロジェクトとの打合せ 

2 1月20日 水 
マラディへ移動 
視学官事務所、COGES、州国民教育事務所訪問 

3 1月21日 木 視学官事務所、COGES及びCOGES連合訪問 

4 1月22日 金 
タウアへ移動 
COGES、COGES連合、州国民教育事務所、視学官事務所訪問 

5 1月23日 土 
COGES連合訪問 
ニアメへ移動 

6 1月24日 日 資料整理 

7 1月25日 月 プロジェクト事務所との打合せ 

8 1月26日 火 分析作業 

9 1月27日 水 分析作業 

10 1月28日 木 分析作業 

11 1月29日 金 分析作業 

12 1月30日 土 ミニッツ（M/M）案、報告書作成 

13 1月31日 日 
M/M案、報告書作成 
（原団長、梅宮団員、丸山団員 ニアメ着） 

14 2月1日 月 

JICA事務所・プロジェクトとの打合せ 
SNV（NGO）訪問 
UNICEF訪問 
国民教育大臣表敬訪問 
国民教育省次官補へのインタビュー 
フランス開発庁（AFD）訪問 
世界銀行訪問 
国民教育省基礎教育総局長へのインタビュー 

15 2月2日 火 ニアメ州のCOGES、COGES連合、州国民教育事務所、視学官事務所訪問 

16 2月3日 水 
ティラベリ州のCOGES、COGES連合、州国民教育事務所、視学官事務所訪
問 
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17 2月4日 木 
JICA事務所・プロジェクトとの打合せ 
M/M案作成 

18 2月5日 金 
国民教育省とのM/M案協議 
国民教育省就学前教育局長へのインタビュー 

19 2月6日 土 報告書作成 

20 2月7日 日 報告書作成 

21 2月8日 月 M/M作成 

22 2月9日 火 
M/M署名 
JICA事務所への報告 

23 2月10日 水 （ニアメ発） 

 
１－４ 主要面談者（敬称略） 

（１）国民教育省（Ministère de l’Education Nationale：MEN） 
Ousmane Samba Mamadou 大 臣 
Hamidou Soumana Diallo 次官補 
Marou Amadou 基礎教育総局長 
Damana Issaka COGES推進室長 

 
（２）州国民教育事務所（Direction Régionale de l’Education Nationale：DREN） 

Gati Hassane Mamoudou タウア州国民教育事務所長 
Ali Issa Willy ティラベリ州国民教育事務所長 
Baudin Joseph マラディ州国民教育事務所長 
Erambel Iba Abdoulaye ニアメ州国民教育事務所長 

 
（３）ドナー 

Dominique Tallet Brasseur 国連児童基金（UNICEF）ニジェール事務所教育担当官 
Ouedraogo Adama 世界銀行ニジェール事務所教育担当官 
Celine Demagny フランス開発庁（AFD）ニジェール事務所担当官 

 
（４）プロジェクトチーム 
三浦 浩子 チーフアドバイザー/教育専門家 
國枝 信宏 COGESモニタリング担当専門家 
近藤 奈々 業務調整/能力強化担当専門家 
 

（５）JICAニジェール事務所 
西本 玲 所 長 
金田 雅之 所 員 
MOUSSA  Abdou 現地職員 
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第２章 プロジェクトの概要 
 
２－１ 基本計画 

名 称 ニジェール共和国住民参画型学校運営改善計画（みんなの学校プロジェク
ト）フェーズⅡ 

協力期間 2007年8月1日～2010年7月31日 

上位目標 COGESによる学校運営を通じて基礎教育の質とアクセスが向上する。 

プロジェクト目標 全国の小学校に機能するCOGESを設置し、維持するためのCOGES政策実施
体制が強化される。 

期待される成果 
（アウトプット） 

1．機能するCOGESを全国に設置するためにさまざまなレベルの関係者の
能力が強化される。 

2．COGESのモニタリング体制が構築される。 
3．パイロット地域（タウア州及びザンデール州）においてCOGESを通じ
た教育改善活動のモデルが構築される。 

 
２－２ プログラムにおける位置づけ 

対ニジェールJICA国別事業展開計画（2008年7月改訂）において、援助重点分野である教育分野
の開発課題「基礎教育開発」に対応するプログラムとして「初等教育開発」が設定されている。

本プロジェクトは同プログラムの中核案件として位置づけられている。 
 
２－３ プロジェクト・デザイン・マトリックス 

JICAでは、1990年代前半から、プロジェクト管理手法の一環としてプロジェクト・サイクル・
マネジメント（Project Cycle Management：PCM）手法を導入した。PCM手法において中心的役割
を果たすのは、PDMと名づけられたプロジェクト計画概要表である。これは「目標」「活動」「投
入」などのプロジェクトの主要構成要素や、プロジェクトをとりまく「外部条件」との論理的相

関関係を示したものである。 
本プロジェクトにおいても、2007年4月の討議議事録（Record of Discussions：R/D）締結時にPDM

（第1版）を策定し、R/Dの付属文書として承認した。その後中間評価を経て2009年11月に、主と
して指標をより具体化するための改訂が行われている。本終了時評価は改訂されたPDMに基づい
て実施された。PDMは付属資料1（ミニッツ別添）に示す。 
 
２－４ 実施体制 

本プロジェクトのカウンターパート機関は国民教育省である。フェーズI実施時と同様、同省次
官をプロジェクトマネジャーとし、次官を議長とする合同調整委員会（ Joint Coordinating 
Committee：JCC）がプロジェクトの最高意思決定機関として設置されており、プロジェクトの実
務的な責任者であるナショナルコーディネーター（National Coordinator：NC）にはCOGES推進室
長が任命されている（図－１）。 
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図－１ プロジェクトの実施体制 
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第３章 終了時評価の方法 
 
３－１ 評価グリッドの作成 

本終了時評価は「JICA事業評価ガイドライン」（2004年3月改訂）に準拠して実施した。PDMや
その他関係資料に基づいて評価設問（調査すべき項目）を検討し、プロジェクトの実績、実施プ

ロセス、評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）に関する評価グリッド
を作成した。実績、実施プロセス、評価5項目の定義は以下のとおりである。 
作成された評価グリッドは付属資料３に示す。 

 
（１）実 績 

投入、成果、プロジェクト目標、上位目標に関する達成度、もしくは達成予測に関する情

報。 
 
（２）実施プロセス 

活動の実施状況やプロジェクトの現場で起きている事柄に関するさまざまな情報。 
 
（３）評価5項目 

妥当性 プロジェクトのめざしている効果（プロジェクト目標や上位目標）が、受益者
のニーズに合致しているか、問題や課題の解決策として適切か、相手国と日本
側の政策との整合性はあるか、プロジェクトの戦略・アプローチは妥当かなど
といった「援助プロジェクトの正当性・必要性」を問う視点。 

有効性 
 

プロジェクトの実施により、本当に受益者もしくは社会への便益がもたらされ
ているのか（あるいは、もたらされるのか）を問う視点。 

効率性 
 

主にプロジェクトのコストと効果の関係に着目し、資源が有効に活用されてい
るか（あるいは、されるか）を問う視点。 

インパクト 
 

プロジェクト実施によりもたらされる、より長期的・間接的効果や波及効果を
みる視点。予期していなかった正・負の効果・影響を含む。 

自立発展性 
 

援助が終了しても、プロジェクトで発現した効果が持続しているか（あるいは
持続の見込みがあるか）を問う視点。 

 
３－２ 評価実施方法 

評価グリッドに基づいて以下の方法で情報・データを収集し、評価分析を行った。 
 
（１）文献・既存資料調査 

レビューした主な資料は以下のとおり。 
・ ニジェール共和国住民参画型学校運営改善計画 中間評価調査報告書（平成17年11月） 
・ ニジェール共和国住民参画型学校運営改善計画 終了時評価調査報告書（平成19年1月） 
・ ニジェール共和国住民参画型学校運営改善計画フェーズⅡ 実施協議報告書（平成19

年7月） 
・ ニジェール共和国住民参画型学校運営改善計画フェーズⅡ 中間レビュー報告書（平

成21年2月） 
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・ その他プロジェクト作成資料（月報など） 
・ ニジェール共和国教育開発10カ年計画（PDDE 2003-2012） 中間レビュー報告書 
・ ニジェール共和国教育統計（2004年～2009年） 

 
（２）直接観察 

プロジェクト事務所、各小学校を視察し、活動状況を確認した。 
 
（３）インタビュー調査 

長期専門家、国民教育省、州国民教育事務所長、視学官事務所長、COGES監督官、COGES
担当官、校長、COGES連合メンバー、COGESメンバー、教員、生徒、青年海外協力隊員、関
連ドナーを対象にインタビューを実施した。 
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第４章 計画達成度 
 
４－１ 投入実績 

日本側、ニジェール側からの投入は計画どおり実施され、成果の発現に貢献している。詳細は

付属資料１（ミニッツ別添）参照。 
 
４－１－１ 日本側投入1 
合計：3億6,829万1,000円 
（１）長期専門家派遣 4名（112MM） 
（２）短期専門家派遣 1名（1.83MM） 
（３）研修員受入れ（本邦研修） 2名 
（４）機材供与 2,869万3,000円 
（５）在外事業強化費 1億6,872万4,590円 

 
４－１－２ ニジェール側投入 
（１）カウンターパート配置： 

中央レベル（国民教育省次官、基礎教育総局長、教育計画局長、COGES推進室長） 
州レベル（各州教育事務所長）、県レベル（各県視学官） 

（２）プロジェクト事務所（長期専門家の執務室を含む）提供：なし 
（３）機材購入：なし 
（４）プロジェクト実施に必要な経費（ローカルコスト）：世界銀行支援による研修費 

 
４－２ 活動実績 

プロジェクト活動は、おおむねPDM及び年間活動計画（PO）に沿って計画どおり実施されてい
る。ただし、見返り資金運用開始及び（世銀支援の）COGES担当官用バイクの供与が遅延したた
め、モニタリングに係る支援活動に遅れがみられる。 
 
４－３ 成果の達成状況 

成果1：機能するCOGESを全国に設置するためにさまざまなレベルの関係者の能力が強化される。
成果2：COGESのモニタリング体制が構築される。 
成果3：パイロット地域（タウア州とザンデール州）においてCOGESを通じた教育改善活動のモ

デルが構築される。 
ニジェール側及び日本側双方の継続的な努力の結果、一部の指標は達成されていないものの、

各成果はおおむね達成された。成果の達成状況を示す指標の目標達成度は以下のとおりである。 
 
 成果1：機能するCOGESを全国に設置するためのさまざまなレベルの関係者の能力が強化され

る。 
（１）COGES監督官（PF）及びCOGES担当官（OR）の90％がCOGESの設立及び学校活動計画

策定に係る研修を受講する。 

                                            
1 評価時点 
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プロジェクト活動の結果、全州のCOGES監督官（8名）及びCOGES担当官（51名）がCOGES
設立及び学校活動計画策定に係る研修を受講している。 

 
（２）各州において研修実施プログラムが策定される。 

対象州（6州）すべてにおいてCOGES設立及び学校活動計画の実施に係る研修実施プログ
ラムが策定されている。 

 
（３）対象6州の小学校校長の90％がCOGES設立研修に参加する。 

世界銀行の財政面での支援によってCOGES設立研修（民主選挙研修）が行われ、対象6
州の校長の99.5％に当たる6,579名の学校長がこの研修を受講している。対象6州において学
校数が増加していることから、新任の校長に対する研修は見返り資金によって行われてい

る。 
 

表－１ COGES設立研修の参加率 

州 研修参加者（計画値） 研修参加者（実績） 参加率（％） 
アガデス 364 364 100.0
ディッファ 425 425 100.0
ドッソ 1,802 1,795 99.6
マラディ 1,868 1,868 100.0
ニアメ 493 453 91.9
ティラベリ 1,860 1,870 100.5
合 計 6,812 6,579 99.5

出所：みんなの学校プロジェクト 

 
（４）対象6州においてCOGES代表者の90％が学校活動計画に係る研修を受講する。 

世界銀行の財政面での支援によって学校活動計画の策定に係る研修が行われ、対象6州の
全COGESメンバーの98.5％に当たる1万3,267名がこの研修を受講している。アガデス州の研
修参加率は他州に比べ低い値となっているが、アガデス州は砂漠地帯であり学校が広範囲

に点在しているため、アクセスの難しさから研修参加が困難であったためと考えられる。 
 

表－２ 学校活動計画策定に係る研修への参加率 

州 研修参加者（計画） 研修参加者（実績） 参加率（％） 
アガデス 728 622 85.4
ディッファ 850 769 90.5
ドッソ 3,608 3,604 99.9
マラディ 3,736 3,748 100.3
ニアメ 984 916 93.1
ティラベリ 3,558 3,608 101.4
合 計 13,464 13,267 98.5
出所：みんなの学校プロジェクト 
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（５）COGES及びCOGES連合に係る戦略が改善される。 
COGES連合のモデルについて、2008年7月に行われた国民教育省主催のワークショップに

おいて国家モデルとして承認された。また2009年10月には、COGES連合の設立・役割・組
織・機能に関する省令が公布された。 

 
成果2：COGESのモニタリング体制が構築される。 
（１）COGES連合モデルが承認される。 

COGES連合モデルは2008年7月、国民教育省主催のワークショップにて公式に承認され、
同年10月に設立・役割・組織・機能に関する省令が公布された。同省令では、COGES連合
がCOGESのモニタリングにおいて明確な機能と役割を有していることが規定されている。 

 
（２）民主的選挙によってCOGES連合メンバーが選出され、すべてのコミューンにCOGES連合

が設置される。 
2009年12月時点で、5州2の151コミューンのうち、ディッファ州の2コミューンを除くすべ

てのコミューンでCOGES連合が設置されている。ディッファ州の2コミューンについては、
多くの学校がコミューン庁舎から100km以上離れているため、研修が実施されていない。 

 
（３）COGES担当官の月例会議がすべての州において少なくとも年10回開催される。 

すべての州において、COGES担当官月例会議が年10回以上開催されているが、2008年は
見返り資金の運用開始時期の遅れにより、一部の会議で実施の遅れがみられた。しかし、

2009年2月より見返り資金のディスバースメントが開始され、それ以降は月例会議が計画ど
おり実施されている。 

 
表－３ 月例会議開催数 

 月例会議回数 
アガデス 10 
ディッファ 11 
ドッソ 12 
マラディ 10 
ニアメ 12 
タウア 11 
ティラベリ 12 
ザンデール 11 
出所：みんなの学校プロジェクト 

 

                                            
2 治安状況の悪化により、アガデス州では研修が延期されている。残りの 5 州には 151 のコミューンがあるが、ディッファ州の 2 コ
ミューンについては所属する COGESの 2/3がコミューン庁舎から 100km以上離れているため、COGES連合としての機能が必ずし
も期待できない。 
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（４）2009/2010年度において、80％のCOGES連合が少なくとも3回の住民総会と6回の事務局会
合を開催する。 
フェーズⅡで新たに対象となった6州ではCOGES連合は2008/2009年度の中盤において設

立されたばかりであり、分析を行うのは時期尚早である3。しかしながら、タウア州及びザ

ンデール州ではCOGES連合がプロジェクトの初期に設立されていることもあり、2008/2009
年度においては両州のCOGES連合のうち82％が少なくとも年3回の住民総会及び年6回の事
務局会合を行っている。したがって、2009/2010年度において、新規対象州でも目標の達成
の可能性が高いと考えられる。 

 
表－４ 年3回の住民総会及び年6回の事務局会合を行ったCOGES連合数 

 
COGES連合の数 

住民総会（年3回）及び
事務局会合（年6回）を
行ったCOGES連合の数

割合（％） 

タウア 44 33 75 
ザンデール 55 48 87 
合 計 99 81 82 
出所：みんなの学校プロジェクト 

 
（５）2009/2010年度においてCOGES連合の80％が少なくとも1つのフォーラムのテーマに沿っ

た学校活動を実施する。 
フォーラム・アプローチに伴う統一テーマによる学校活動は5州（タウア、ザンデール、

マラディ、ティラベリ、ドッソ）で実施された。2008/2009年度においては、69％のCOGES
連合が少なくとも統一テーマに沿った学校活動を実施していることから、今後の他州での

フォーラム・アプローチが指標の達成に大きく貢献することが見込まれる。 
 

表－５ 学校活動計画を少なくとも1つ実施したCOGES連合数 

 
1つ以上学校活動を実
施したCOGES連合数 

COGES連合の数 割合（％） 

ディッファ 0 10 0 
ドッソ 16 43 37 
マラディ 33 47 70 
ニアメ 4 5 80 
タウア 44 44 100 
ティラベリ 21 44 48 
ザンデール 54 55 98 
合 計 172 248 69 
出所：みんなの学校プロジェクト 

 

                                            
3 タウア州及びザンデール州ではフェーズⅠにおいて研修を実施している。 
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 成果3：パイロット地域（タウア州とザンデール州）においてCOGESを通じた教育改善活動の
モデルが構築される。 

（１）2008/2009年度及び2009/2010年度において、タウア州及びザンデール州にある50のCOGES
がコミュニティ幼稚園設立のための議事録を提出する。 
就学前教育へのニーズを満たすため、2008/2009年度は62のCOGES（タウア：29、ザンデ

ール：33）、2009/2010年度は53のCOGES（タウア：17、ザンデール：36）が就学前教育視
学官事務所（Inspection of Preschool Education Office）にコミュニティ幼稚園設立のための議
事録を提出している。 

 
（２）2008/2009年度及び2009/2010年度において、タウア州及びザンデール州にある50のCOGES

がコミュニティ幼稚園を設立・管理する。 
2008/2009年度は62のCOGES（タウア：29、ザンデール：33）、2009/2010年度は53のCOGES

（タウア：17、ザンデール：36）がUNICEFの支援を受けてコミュニティ幼稚園を設置した。
両州ではこれまで合計で165のコミュニティ幼稚園が設立されている。両州の園児の数は1
万人を超えていると想定される。タウア、ザンデールにおけるコミュニティ幼稚園の園児

のほとんどが小学校へ進学しているなど、コミュニティ幼稚園の設立は初等教育へのアク

セスの向上に大きく貢献することが確認された。 
 

表－６ コミュニティ幼稚園及び園児数 

 コミュニティ
幼稚園数 

園児数 女子の数 
女子の割合
（％） 

タウア 54 3,674 1,724 46.9 
ザンデール 55 2,825 1,383 49.0 

2008/09 

合 計 109 6,499 3,107 47.8 
タウア 71 N/A N/A N/A 
ザンデール 94 N/A N/A N/A 

2009/10 
（2009年12
月時点） 合 計 165 N/A N/A N/A 
出所：みんなの学校プロジェクト 

 
（３）コミュニティ幼稚園のモデルが承認される。 

2008年8月に国民教育省主催のワークショップにおいて、コミュニティ幼稚園のモデルが
承認され、政策的・制度的な自立発展性に貢献している。また、「コミュニティ幼稚園設置

のためのガイドライン」がタウア及びザンデールでのパイロット活動を通じて策定された。

このガイドラインは2009年12月に開催されたワークショップにおいて公式に承認され、プ
ロジェクト関係者（国民教育省、州教育事務所、就学前教育視学官）に情報共有が行われ

ている。 
 
（４）フォーラムを実施した90％のCOGES連合が、関係者のコミットメントを引き出すことを

目的として総会を開催する。 
マラディ、タウア、ティラベリ、ザンデールのすべての州において95％以上のCOGES連

合が、フォーラムで決定した特定テーマへのコミットメントを引き出すことを目的とした
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総会を開催している。ドッソ州については、終了時評価の1カ月前にフォーラムが行われた
ため、現在そのモニタリングが実施されている。 

 
表－７ 総会数（2008～2009年） 

 総会数 COGES連合数 割合（％） 
マラディ 47 47 100 
タウア 42 44 95 
ティラベリ 44 44 100 
ザンデール 55 55 100 
出所：みんなの学校プロジェクト 

 
４－４ プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標：全国の小学校に機能するCOGESを設置し、維持するためのCOGES実施体制
が強化される。 

 
（１）80％のCOGESが民主選挙によって設立される。 

2009年2月時点で、アガデス、ディッファ、ドッソ、マラディ、ニアメ、ティラベリの各
州の全学校4のうち97.1％に当たる6,577校が民主選挙に基づきCOGESを設置し、設置に係る
議事録を提出している5。なお、COGES設立に係る研修は世界銀行の支援によって行われて
いる基礎教育開発支援プロジェクト（Projet d’Appui au Développement de l’Education de 
Base：PADEB）の資金を活用して行われている。 

 
表－８ COGES設置数及び設置率（2009年2月時点） 

 
小学校数 

COGES設置に係る 
議事録を提出した学校数6 議事録提出率（％） 

アガデス 364 237 65.1
ディッファ 425 425 100.0
ドッソ 1,795 1,795 100.0
マラディ 1,868 1,868 100.0
ニアメ 453 360 79.3
ティラベリ 1,870 1,892 101.2
合 計 6,775 6,577 97.1
出所：みんなの学校プロジェクト 

 
（２）90％のCOGESがCOGES連合に学校活動計画を提出する。 

2008/2009年度において、全COGES7の70.2％に当たる7,333のCOGESが学校活動計画を各
COGES連合に提出している。タウア及びザンデールではCOGESの90％以上が提出している

                                            
4 ここで全学校数とは、研修実施時に設立済みの学校の総数を指す。ニジェールでは学校数は常に増加しているため、州によっては

COGES設立の議事録を提出した学校数が全学校数を上回っている。 
5 タウア及びザンデール州はフェーズⅠにおいて民主選挙に基づいて COGESを設置している。 
6 COGES 設立のための議事録には民主選挙の結果を記載する必要があることから、議事録を提出した学校の数は、民主的に COGES
を設立した学校の数と同じである。 

7 ここで全 COGESとは、タウア及びザンデールを含む 2007/2008年時点で確認された COGES数である 10,446を用いている。 



－14－ 

ものの、他州においては目標を達成していない。最新のデータによると、他州において改

善の兆しが見られることから、目標の達成に向けて更なる努力が望まれる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出所：みんなの学校プロジェクト 

 
図－２ 学校活動計画提出率 

 
 
（３）80％のCOGESがCOGES連合に年間活動総括表を提出する。 

2008/2009年度において、全COGES8の49.7％に当たる5,195のCOGESが年間活動総括表を
提出しているが、ほとんどの州において目標は達成されていない。目標値の達成に向けて

更なる努力が必要であり、また、年間活動総括表の質の向上及びその保管方法についても

改善が必要である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出所：みんなの学校プロジェクト 

 
図－３ 年間活動総括表提出率 

 

                                            
8 ここで全 COGESとは、タウア及びザンデールを含む 2007/2008年時点で確認された COGES数である 10,446を用いている。 
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ザンデール、タウアでの活動総括表9を分析した結果、活動件数の内訳ではインフラ・家具、保

健・衛生、成績向上に係る活動が多くなっている（図－４参照）。一方で実際の投入金額の点では、

インフラ・家具に係る活動が半分を占める（図－５参照）。COGESの活動実績の大半を占めるイン
フラ・家具に係る活動の主な内容は、わらぶき教室の設置、黒板・机の購入などとなっている。

聞き取り調査の結果からも、インフラ整備は教員、児童の親からのニーズも高く、特に教室の設

置は、受入児童数を増やし、複式学級を減らすことを通じて教職員の労働条件を緩和する効果が

あり、就学率や教育の質の向上に直接影響を与えることが確認された。 
 一方、両州でフォーラムが実施された女子就学率向上の啓発にかかわる活動は件数、投入金額

ともに少ないが、COGESのメンバーが中心となり実施する啓発活動は、予算が計上されない場合
も多く、実際に活動が実施されたにもかかわらず、活動総括表には記載されていないケースもあ

ることが確認されている。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

図－４ 実績活動件数の内訳（2008～2009年） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

図－５ 実績投入金額の内訳（2008～2009年） 

                                            
9 サンプル数は、タウアについて 1,165 COGES（全体の 58％）、ザンデールについては 1,506 COGES（全体の 72％）となっている。
ただし、今回の調査で活動総括表を提出した COGESは比較的機能化が進んでいることが推定されるため、このサンプルが必ずしも
全体を代表しているとはいえない。 
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４－５ 上位目標の達成状況 

上位目標：COGESによる学校運営改善を通じて、基礎教育の質とアクセスが向上する。 

 
図－６が示すとおり、2004年のプロジェクト開始時（フェーズⅠ）以来、総就学率や修了率、

入学登録率、総就学率における男女格差は改善してきている。機能するCOGESによる教育改善活
動やフォーラム・アプローチ10による女子の就学キャンペーンなどが、これらの上位目標の指標の

改善に貢献したと考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出所：国民教育省統計 

図－６ 上位目標の指標 

 
 

                                            
10 フォーラム・アプローチとは、地域や国の教育開発ニーズを考慮した統一テーマに沿って、地域のすべての COGES と教育関係者
が一斉に改善活動を実施することにより、大々的なインパクトを与えることを目的としたアプローチである。まず、COGES連合代
表や教育行政及び地方自治体関係者が一堂に会し、地域の教育開発ニーズを基に抽出した統一教育改善テーマについて議論し、そ
のテーマに関する各アクターの具体的な改善活動計画実施について合意を得、決議する。この決議事項は、参加者である COGES
連合代表により各地のCOGES連合総会を通じて各COGESにおける住民総会に付され、フォーラム決議事項の実施の可否を議論し、
実施の場合は学校活動計画のひとつとして策定されることになる。一方、地方教育行政、自治体関係者もそれぞれ決議に沿った活
動を実施する。 
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第５章 終了時評価結果 
 
５－１ 評価5項目による評価 

５－１－１ 妥当性：非常に高い 
（１）国家政策との整合性 

• 教育の地方分権化の一環として住民参画型の学校運営を促進することは教育開発計画
（PDDE）に明記されており、プロジェクト目標はニジェールの国家政策に合致してい
る。また、PDDEにおいては2013年までに就学前教育の就学率を5％とすること及び地
方部での幼稚園の拡大が目標に挙げられている。 

• 2008年5月に開催のTICAD IVにて採択された横浜行動計画において、学校運営改善モデ
ルによる支援対象を西アフリカにおいて1万校に拡大することを表明しており、日本の
援助政策に合致している。 

 
（２）現地ニーズとの整合性 

• 現地のニーズに基づいた学校運営改善はコミュニティと児童のニーズに合致するもの
である。 

• COGESの活動としてのコミュニティ幼稚園の活動はコミュニティ、特に地方部のニー
ズに整合している。 

 
（３）アプローチの妥当性 

• 住民参画による教育開発は、政府のリソースが限られているニジェールにおいて妥当
なアプローチである。また、民主選挙によるCOGES代表の選出は、メンバーのモチベ
ーションを向上させ、COGESの機能化及び住民総会を通じた透明性の確保に貢献して
いる。 

• フェーズⅡより全国への導入が実施されたCOGES連合は各州へ拡大しており、COGES
とその他の関係者（視学官、支援者、地方自治会など）とのコミュニケーションを促

進するうえで重要な役割を担っている。 
 
５－１－２ 有効性：高い（ほぼ達成している） 
（１）プロジェクト目標の達成状況 

• 民主選挙により全国の97.1％の学校でCOGESが設立された。一方でCOGESの機能度及
びCOGES連合を中心としたモニタリングの機能に左右される学校活動計画並びに活動
総括表の提出率は、現時点においては目標値を下回る。今後、COGES連合による総会
の開催がピークを迎えることからも、回収率の向上が期待され、プロジェクト終了時

までの目標達成が期待される。 
• 2009年2月の中間レビュー結果を受けて、プロジェクト目標の指標に目標数値が設定さ
れた。現状に合わせた適切な数値目標である一方で、学校活動計画及び活動総括表回

収の目的は、COGESによる計画策定を促すものであり、回収率の向上そのものが目的
でないことに留意し、それらの内容、精度についても確認する必要がある。 
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（２）成果のプロジェクト目標への貢献度 
• 関係者への能力強化（成果1）に関して、教育行政官、校長などへの導入研修の実施に
より、各COGESは民主的な選挙により計画どおり設置された。また、COGES監督官、
担当官への能力強化はCOGES機能化に寄与している。 

• COGESへのモニタリングシステムの構築（成果2）に関して、全国の教育行政官〔州教
育事務所長（DREN）、COGES監督官、県視学官、COGES担当官〕を対象としたワーク
ショップ及びセミナーにより、モニタリングに必要な地方行政官の能力が強化されて

いる。 
• 教育改善活動のモデルの構築（成果3）に関しては、コミュニティ幼稚園、フォーラム・
アプローチ、視学官会議といったCOGESを通じた教育改善活動モデルの構築により、
COGESの機能強化・定着に貢献している。 

 
（３）有効性の阻害要因 

• 近年の食料、牧草の不作により、地方部での貧困が拡大している。また、農村部住民
の都市部への移住などが報告されている。このようなコミュニティの経済状況のなか

で、住民によるCOGESへの分担金の負担は容易ではないことが想定される。 
 
５－１－３ 効率性：高い 
（１）成果の達成度と投入の適切さ 

• プロジェクトは限られた資源を有効に活用し、成果を産出している。プロジェクトの
前半時点で見返り資金運用開始とCOGES担当官用バイク供与の遅延によるモニタリ
ング体制の構築の遅れにより、目標が達成されていない成果もあるが、おおむね順調

に成果が発現している。 
• プロジェクトが実施する研修は、必要最低限の研修経費、期間及び研修内容による実
施が強調されている。このようなミニマム・パッケージを用いることでCOGES設立の
全国への普及を可能としている。 

• プロジェクトの対象が全国レベルであるにもかかわらず、少人数の日本人専門家及び
現地スタッフでプロジェクトが運営されている。これは高い効率性をもたらしている

一方で、個々のスタッフに負担を強いる結果となっている。活動の質を担保するため

にも、業務負担の軽減が求められる。 
 

（２）効率性の推進要因 
• 世界銀行によるPADEBの枠組みからの財政支援によりCOGESの全国普及に関する必
要な研修が実施されている。 

• UNICEFとのコミュニティ幼稚園促進に係る連携協定書により、COGESによるコミュ
ニティ幼稚園の設立促進が行われている。設立・運営面の支援をプロジェクトが、教

育面への支援（教員研修、教育面のモニタリング、遊具等の物品供与）をUNICEFが担
うことで、タウア、ザンデール州におけるコミュニティ幼稚園の効率的な拡大を可能

としている。 
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５－１－４ インパクト：非常に高い 
（１）上位目標の達成見込み 

• 国家教育統計によれば、フェーズI開始の2004年以降、上位目標である総就学率、修了
率などニジェールの教育指標には改善が見られる。これらの教育指標の向上には多く

の貢献要因が考えられるが、各州への踏査による関係者へのインタビューの結果、プ

ロジェクトを通じたCOGESの設置と機能化がその大きな貢献要因になっていること
が確認された。 

• 上位目標である教育指標の改善がフェーズIより介入を行っているタウア、ザンデール
州において顕著であることが確認された。これはCOGESの機能化の強化が教育指標の
向上に貢献することを示すものであり、今後、プロジェクト効果が継続されることで、

全国レベルでの指標の改善が期待される。 
 

（２）フォーラム・アプローチによるインパクト 
１）女子就学促進キャンペーン 

• ザンデールでは2007年5月から女子就学促進キャンペーンが、タウアでは2008年4月か
ら女子就学促進キャンペーン、2009年3月からは入学した女子に対する残留キャンペー
ンが実施され、女子入学登録者数が大幅に増加すると同時に、入学登録者における男

女比率（女子数/男子数）について、図－７に示すとおり両州において向上がみられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出所：国民教育省統計 

 
図－７ 新規入学登録者数における男女比率（女子数/男子数） 

 
２）教育の質向上キャンペーン 

• 2008年1月から教育の質向上キャンペーンが実施されたザンデールは、2007/2008年度の
初等教育修了試験合格率（Certificat de fin d’études de premier degré：CFEPD）が67.2％
となり、全国平均を大きく上回り全国1位となった。教育の質、特に試験合格率の向上
には多くの要因による影響を考慮する必要があるが、ザンデールにおけるCOGESを通
じた成績向上のキャンペーンが試験合格率の向上に寄与していることが想定される

（図－８）。 
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出所：国民教育省統計 

 
図－８ 初等教育修了試験合格率（CFEPD） 

 
（３）コミュニティ幼稚園普及のインパクト 

• コミュニティ幼稚園の普及効果として、タウア州における農村部の就学前教育就学児
童数が図－９に示すとおり、プロジェクト介入（2006年）以後、群を抜いてトップに
位置している。ニジェールの、特に農村部での就学前教育へのアクセス拡大はPDDE
の目標としてもその点が掲げられており、国家教育政策の実現に寄与している。 

• コミュニティ幼稚園の普及による就学前教育の拡大は初等教育における女子教育の推
進、学校運営の改善等に正の影響を与えることが報告されている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出所：国民教育省統計 

 
図－９ 農村部就学前教育就学児童数推移 
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（４）波及効果 
• マラディにおいてCOGES担当官が県レベルでのフォーラムを開催していることが確
認された。通常州レベルの教育問題を解決するために行われるフォーラムは必ずしも

各県の問題を反映しているとはいえないため、各県レベルでの地方指導者を巻き込ん

だフォーラムの必要性が指摘されている。 
• セネガル、マリ、ブルキナファソにおいても同様の学校運営改善プロジェクトが実施
されている。これらの国に対して、プロジェクトがその経験を共有し、プロジェクト

スタッフが技術支援を実施している。 
 
５－１－５ 自立発展性：中 
（１）政策面 

• COGESを通じた住民参画型の学校運営を促進することは、教育開発10カ年計画
（PDDE）に明記されている。 

• COGES、COGES連合のモデルは、国民教育省よりこれらの設置・強化に係る省令が公
布され、国家レベルで公式化されており、政策的な自立発展性は高いと判断される。 

• 国民教育省はCOGES政策を実施するうえでの能力を有している。一方で国民教育省の
積極的な活動への参加がプロジェクトのインパクトの継続には不可欠であり、更なる

主体的なかかわりによるCOGES政策の強化が求められる。 
 

（２）組織面 
• ほぼすべての州国民教育局の局長は教育開発におけるCOGESの役割を理解し、積極的
に州レベルの政策の実施を支援している。 

• 州国民教育局に配属された多くのCOGES監督官がCOGESのモニタリングを担う
COGES担当官の監督にかかわる能力を有している。 

• COGES連合はコミュニティレベルにおいて、省令に基づき設立されている。COGES連
合は効果的なCOGESのモニタリングを推進しており、その重要性が確認された。 

 
（３）財政面 

• COGES担当官へのガソリン経費の支給など見返り資金によってモニタリングが順調
に実施されている。しかし、プロジェクト終了後のモニタリングの継続のための経費

負担に関しても、国民教育省による経費の確保の意向が示されているが、その可能性

については今後の課題である。 
• COGES連合についてはCOGESからの分担金及び地方政府、地元企業などの他の支援者
からの寄付を主な財源としている。今後、継続的にこれらのパートナーからの支援を

得るための広報活動、提案書作成といった連合のメンバーへの研修機会に対するニー

ズが高いことが確認された。 
• タウア、ザンデールの活動総括表からは、地域住民が中心となりCOGESへの財政的、
物質的な支援が実施されていることが確認される。また、図－10に示すように、各
COGES当たり分担金はそれぞれの州で増加している。 
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出所：活動総括表 

 
図－10 タウア、ザンデールにおける分担金の推移11 

 
（４）技術面 

• COGES監督官、COGES担当官はCOGES及びCOGES連合の全国普及に係る研修の実施
能力を有している。ニジェールでは年間約1,000校の小学校が新設されているが、これ
ら新設校へのCOGESの設置はCOGES監督官、COGES担当官が責任を担っている。一
方でCOGESメンバーの能力の不足による、学校活動計画、活動総括表の提出率が低い
ことからも、COGESメンバーに対する再訓練の実施などが求められる。 

• 限られた資源での継続的なモニタリング体制の構築のため、視学官に対する能力強化
がフォーラムを開催した州の月例会議の際に実施されている。視学官の能力強化を図

り、COGESモニタリングを通常業務として地方教育行政に組み入れることはCOGESの
モニタリング体制の維持につながる。 

 
５－２ 貢献要因と阻害要因の検証 

見返り資金のディスバースメントの遅れによるCOGESのモニタリング活動の遅れがみられたも
のの（2009年2月）、PDMに記載された活動はすべて行われている。活動に係る貢献要因及び阻害
要因は以下のとおりである。 
 
（１）効果発現に貢献した要因 
１）プロジェクトの成果の可視化 

フォーラムの開催前後で、活動の成果が関係者に目に見える形で現れるようになった。

プロジェクトの成果の可視化は、コミュニティ、教員や教育行政官がCOGES活動に対して
より積極的になるために最も重要な要素であるといえる。フォーラムにおいては、各地域

の教育課題を解決するための特定テーマが設けられ、その実施によってもたらされるイン

パクトを具体的に示すことで、すべての関係者のイニシアティブを引き出すことが可能と

なった。 

                                            
11 サンプル数は、タウアについて 1,165 COGES（全体の 58％）、ザンデールについては 1,506 COGES（全体の 72％）となっている。
ただし、今回の調査で活動総括表を提出した COGES は比較的機能化が進んでいることが推定されるため、このサンプルが必ずし
も全体を代表しているとはいえない。 
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２）コミュニティのニーズに基づいた活動 
コミュニティには教育に対する潜在的なニーズが多く存在しているものの、さまざまな

要因からそれらのニーズを満たすことができていない。プロジェクトはCOGESを通じてコ
ミュニティが自らのニーズを満たすための能力強化の支援を行い、コミュニティのオーナ

ーシップの醸成に大きな役割を果たしている。COGESの会合においては、COGESメンバー
だけでなく、コミュニティのリーダーや住民も学校の問題について議論を行う機会を得て

いる。その結果、COGES活動を通じてコミュニティが地域の教育改善を自分たちの課題・
問題として認識するようになった。 

 
３）すべての教育関係者によるコミットメント 

フォーラム・アプローチにおいては、州のリーダーや視学官などのすべての教育関係者

のコミットメントを引き出し、特定テーマに基づいて策定される学校活動に対して、その

責任の所在を明確にした。また、COGES監督官及び担当官によるモニタリングがキャンペ
ーン活動を促進している。このモニタリング及び関係者の役割の明確化は、フォーラム・

アプローチによる成果の発現に大きく貢献している。  
 
（２）阻害要因 
１）治安状況の悪化 

一部の地方で治安の悪化がみられ、2009年12月以降日本人専門家によるモニタリング活
動が制限されるなどの影響がみられた。現時点では活動の制限に伴う負のインパクトはみ

られないが、今後の治安の悪化への対応策について検討が行われている。 
 
５－３ 結 論 

本プロジェクトにおいて、COGESの関係者の能力強化を行い、CCOGES担当官とCOGES連合に
よる集会型モニタリングという新しい形のモニタリング体制の確立のため、モデルの実証、承認、

全国普及を行い、その体制の確立の努力を続けている。また、プロジェクトは、住民と行政が連

携し一体となった地域の教育開発のモデルとして、フォーラム・アプローチを開発し、その実施

によりニジェールの教育開発に多大な貢献をなしたほか、更に地域の教育開発を強化するために、

州レベルの視学官会議を提案し、その開催を支援した。現在は制度化され、その活動も大きな成

果を出しつつある。また、COGESのイニシアティブにより開始され、その実施を支援し、モデル
化を行ってきたコミュニティ幼稚園も、現在は園児数も1万人を超しモデル承認が行われ、ニジェ
ールの公式なモデルとなった。 
このように大きな成果を残しているフェーズⅡであるが、本評価結果でも示されたように、

COGES連合の機能化とそのモニタリング体制に関し、試行期間が短かったため、その目標を達成
できなかった。このため、調査団とニジェール側は、協議のうえ、目標達成のためにプロジェク

ト期間を1年間延長することを関係機関に提言することについて合意した。 
最後に、現在、ニジェールのCOGES機能化モデルやモニタリング体制は、近隣国の手本となり、

調査団は、このような成果を成し遂げたプロジェクトやCOGES推進室をはじめとした国民教育省
関係者の多大なる努力を評価する。 
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第６章 提 言 
 
６－１ 短期的な観点からの提言（プロジェクト終了まで） 

（１）COGESモニタリング体制における各関係者の役割の明確化とその強化 
現在のCOGESのモニタリングは、COGES担当官及びCOGES連合が中心となっているが、行

政レベルでは、当然、DREN、視学官、指導主事、校長などの関係者の役割が重要であり、政
策的にはその役割の明確化が求められる。（国民教育省） 

 
（２）COGESモニタリング体制確立のための努力の継続 

2009年、COGES連合の全国普及が終わり、COGES連合を通したモニタリングが始まったが、
全国における実施期間がまだ短く、現在体制整備の努力を継続している。今後、この体制の

更なる強化が必要である。（プロジェクト） 
 
（３）COGESモニタリング予算の確保 

現在、COGES担当官のモニタリング経費や月例会議等のCOGESモニタリング予算は、見返
り資金から支出されているが、見返り資金後の予算の確保が必要である。（国民教育省） 

 
（４）フォーラム・アプローチの経験の集約・記録 

フォーラム・アプローチは、国民教育省や住民の教育開発需要に沿った形で、また、住民

を中心とした活動を国民教育省が支援する形で大きな成果を上げてきた世界でもまれに見る

住民と行政が一体となった効果的なアプローチである。フォーラム・アプローチの経験を集

約し記録として取りまとめることが必要である。（プロジェクト） 
 
（５）プロジェクト実施体制の強化 

プロジェクトは、活動が全国に広がり業務量が増し、専門家の業務量が増大しており、短

期専門家の派遣でのプロジェクト実施体制の強化が必要と思料される。（JICA） 
 
６－２ 中・長期的な観点からの提言 

（１）COGES連合、コミューン及び教育行政の関係強化 
本来、地域の教育開発、地方分権化からみれば、COGES連合、コミューン及び教育行政上

の各関係者（DREN、視学官、指導主事、校長など）が協力して、地域の教育改革を行ってい
く こ と が 望 ま れ る 。 2008 年 に COGES 連 合 と コ ミ ュ ー ン の 関 係 は 省 令 （ No. 
00168/MEN/SG/DGEB）で明確化されたが、その連携は、地域により濃淡がある。今後は、そ
の連携を強化するための連絡会議等を常設し、3者の恒常的な協力強化を行っていく必要があ
る。（国民教育省） 

 
（２）フォーラム・アプローチの構造化、永続化 

フォーラム・アプローチは、住民の力を最大限に引き出し、地域の教育開発に大きな成果

を上げ、ひいては、ニジェール全体の教育の改善に大きな貢献を行っている。しかし、その

実施は単発的であり、継続性には問題がある。このフォーラム・アプローチ及びその効果を
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持続化・永続化するための仕組みを考えていく必要がある。（国民教育省） 
 
（３）COGESの更なる能力強化 

プロジェクトの開発したCOGES機能化モデルは、プロジェクトフェーズⅠ、フェーズⅡを
経て、全国普及を行い、その結果、COGESが住民を動員した活動により、ニジェールの教育
改善について大きな成果を上げてきた。しかし、住民が動員できる資源には限りがあり、今

後、外部の資源の導入も、考慮されていかなければならない。外部の資源導入にあたっては、

更なる計画能力強化及び資源の管理運営能力強化を行っていく必要がある。また、教員養成

校での養成内容にCOGESに関する研修を含める必要がある。（国民教育省及びプロジェクト） 
 
（４）コミュニティ幼稚園の全国普及支援戦略確立 

プロジェクトとUNICEF、国民教育省が連携して開発したコミュニティ幼稚園モデルは、大
きな成果を出し、制度化された。今後は、3者が協力して全国普及に取り組むべきであると思
慮されるが、全国普及に向けた取り組み、戦略はまだ確立されていない。この戦略の確立の

努力が求められる。（プロジェクト、UNICEF、国民教育省） 
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第７章 類似プロジェクトへの教訓 
 
（１）普及可能なモデルの形成 

本プロジェクトはフェーズⅠで形成されたCOGESの普及モデルを実際にフェーズIIにおいて
普及することに成功している。実際の全国普及に際して、さまざまな取り組みが実施されたが、

ミニマム・パッケージと呼ばれる研修の効率化（現地語の使用やシミュレーションの導入、研

修対象人数の削減）及び、研修期間の短縮、地方行政官のモニタリングの合理化等を経たCOGES
普及モデルの有効性が証明された。モデル形成に際して、モデルを広範囲に普及し、実証、モ

ニタリングを実施したうえで、モデルの改善を行うといったPDCAサイクル12を確実に実行した

結果、普及可能なモデルの確立が可能となった。モデルの広範囲での実証は、同時に国民教育

省、ドナーに対する説得力を生み出し、モデルの省令化、普及費用の獲得につながっている。 
 
（２）開発ニーズの明確化と技術協力の強みの活用 

プロジェクトのめざす全国レベルでのCOGESの機能化は、ニジェールをはじめとするアフリ
カ諸国で進む地方分権化の流れのなかで、住民参加による教育開発という新たな制度構築に向

けて各国が試行錯誤している教育分野のニーズに対応したものである。プロジェクトが開始さ

れた当初は、多くの他ドナーがCOGESの能力開発を通した住民参加による協力を行っていた。
このような状況下でプロジェクトは、日本の技術協力の強みを生かして、現場のニーズを拾い

上げ、住民の自主性を引き出すアプローチを用いることで、教育指標を改善し、他ドナーによ

る協力との差別化を実現した。プロジェクトの計画は政府の国家政策との整合性の有無を確認

するのみでなく、その開発課題の本質を分析し、技術協力の強みを生かした戦略を立てること

で、相手国政府のもつ開発ニーズを満たす協力が可能となる。 
 
（３）フォーラムを通した成功体験の活用 

特にフォーラム・アプローチを実施した州ではアクター（住民、行政官）のプロジェクトの

活動に対する高いオーナーシップが目立つ。各州でのフォーラムにおいては単に教育上の問題

を探すだけでなく、解決するところまでをセットとして流れをつくることで各アクターに成功

体験を提供し、オーナーシップの醸成が図られている。成功体験を得るためには、自らの手で

問題を解決させ成果を顕在化させることで、各アクターがその成果を実感することが必要とな

る。このことは専門家の報告書にも下記のように指摘されている。 
    

フォーラムに失敗は許されない。なぜなら、新設立州にとってはキャンペーンが初の試み

であり、ポジティブな結果を出さないと住民は来年度から「どうせ活動しても失敗する」と、

腰が重くなってしまうからである。（中澤専門家業務完了報告書） 
 
（４）世銀との連携 

本プロジェクトはわが国の技術協力と世銀との連携により全国展開を実現した貴重なケース

であり、貴重な教訓が得られている。国家教育開発戦略に強い影響を与えている世銀との連携

は、国民教育省からコミットメントを引き出し、また資金面においてプロジェクトの有効性を

                                            
12 PDCAサイクルとは、Plan、Do、Check、Actionの 4ステップから成る活動の継続的改善である。 
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向上させた。一方で、世銀からのバイク供与の遅延によるCOGESモニタリング体制の構築の遅
れ、世銀の資金で実施されるCOGESへの研修の質の担保の難しさなど、プロジェクトの順調な
進捗を阻害する外部要因にもなっている。外部のリソースをプロジェクトの根幹となる活動に

用いる際には、調達システムに関して十分に理解する必要があると同時に、その投入が実施さ

れなかった場合のリスクヘッジなどを考慮して、プロジェクトデザインを行う必要がある。 
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評価グリッド調査結果 
プロジェクトの実績 

評価項目 必要な情報・データ（指標） 調査結果 

上位目標の達成度 
上位目標：COGES による学校運営

改善を通じて基礎教育の質とアクセ

スが向上する 
 

【PDM 指標】 
• 就学率の改善 
• 修了率の改善 
• 留年率の減少 
• 退学率の減少 

• 基礎教育にかかわる国家教育統計では、2004 年のプロジェクト開始時（フェーズⅠ）以来、就学率や

修了率、入学登録率、総就学率における男女格差は改善してきている。ニジェール側への聞き取り

調査の結果から、このような指標の改善にはプロジェクトの活動が貢献していることが確認された。 
• 上位目標の指標はフェーズⅠより COGES が設立され機能化が進んでいるタウア、ザンデールにおい

てその向上が著しい。このことから機能する COGES が教育指標の改善のために重要な役割を果た

しているといえる。したがって、COGES の機能強化をめざしたプロジェクト活動の継続により上位目標

における指標の更なる改善が見込まれる。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出所：国民教育省統計 

上位目標の指標 
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プロジェクト目標の達成度 
【PDM 指標 1】80％の COGES が民主選

挙によって設立される。 
 

• 2009 年 2 月時点で、アガデス、ディッファ、ドッソ、マラディ、ニアメ、ティラベリの各州の全学校1のうち

97.1％に当たる 6,577 校が民主選挙に基づき COGES を設置し、設置に係る議事録を提出している2。 
なお、COGES 設立に係る研修は世界銀行の支援によって行われている基礎教育開発支援プロジェ

クト（PADEB）の資金を活用して行われている。 
 
COGES 設置数及び設置率（2010 年 2 月時点） 

 
総小学校数 COGES 設置に係る議事

録を提出した学校数3 議事録提出率（％） 

アガデス 364 237 65.1 
ディッファ 425 425 100.0 
ドッソ 1,795 1,795 100.0 
マラディ 1,868 1,868 100.0 
ニアメ 453 360 79.3 
ティラベリ 1,870 1,892 101.2 
合 計 6,775 6,577 97.1 

出所：みんなの学校プロジェクト 

• ニジェールでは小学校の数が急速に増加しており、このような新設校に対してニジェール側の努力に

より COGES の設立が推進されている。ティラベリでは 2009 年に約 200 の COGES が新たに設立され

た。聞き取り調査の結果からは、このような新たに設立された COGES は一般的に、学校支援に対し

て強いイニシアティブを示していることが確認された。 

プロジェクト目標：全国の小学校に

機能する COGES を設置し、維持す

るための COGES 実施体制が強化

される。 
 

【PDM指標2】90％のCOGESがCOGES
連合に学校活動計画を提出する。 
 
 

• 2008/2009 年度において、全 COGES の 70.2％に当たる 7,333 の COGES が学校活動計画を各

COGES 連合に提出している。タウア及びザンデールでは COGES の 90％以上が提出しているもの

の、他州においては目標を達成していない。 
• 最新の集計では学校活動計画の提出率にいくらかの改善が確認される。聞き取り調査の結果から

は、新たに任命された COGES メンバーの計画策定能力の不足が、活動計画表の提出の阻害要因と

なっていることが示唆された。 
• マラディ、ザンデール、ティラベリでは視学官による学校活動計画回収が実施されていることが確認さ

れた。 
 
 
 

                                            
1 ここで全学校数とは、研修実施時に設立済みの学校の総数を指す。ニジェールでは学校数は常に増加しているため、州によっては COGES設立の議事録を提出した学校数が全学校数を上回っている。 
2 タウア及びザンデール州はフェーズⅠにおいて民主選挙に基づいて COGESを設置している。 
3 COGES設立のための議事録には民主選挙の結果を記載する必要があることから、議事録を提出した学校の数は、民主的に COGESを設立した学校の数と同じである。 
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学校活動計画及び年間総括表提出率 
 

COGES 数 活動計画提出

数 

活動計画提出

率 
（％） 

年間総括表提

出数 
総括表提出率

（％） 

アガデス 239  264 82.8 103 43.1 
ディッファ 381  330 88.2 326 85.6 
ドッソ 1,798 1,147 43.4 97 5.4 
マラディ 1,958 1,093 76.0 939 48.0 
ニアメ 383  159 76.5 58 15.1 
タウア 1,710 1,264 90.1 1,397 81.7 
ティラベリ 2,039  723 44.7 721 35.4 
ザンデール 1,876 1,652 92.7 1,661 88.5 

合 計 10,384 6,632 70.2 5,302 49.7 

出所：みんなの学校プロジェクト 

 【PDM指標3】80％のCOGESがCOGES
連合に年間活動総括表を提出する。 

• 2008/2009 年度において、全 COGES の 49.7％に当たる 5,195 の COGES が年間活動総括表を提出

しているが、ほとんどの州において目標は達成されていない。指標の目標値の達成に向けて更なる

努力が必要となる。 
• 提出された年間活動総括表のなかには、活動計画表との整合性がない、もしくは必要記載項目が欠

けているものも確認されている。提出率のみでなく、質の向上及びその保管方法についても改善が必

要である。 
成果の達成度 

【PDM 指標 1-1】COGES 監督官（PF）及

び COGES 担 当 官 （ OR ） の 90 ％ が

COGES の設立及び学校活動計画策定

に係る研修を受講する。 

• プロジェクト活動の結果、全州の COGES 監督官（8 名）及び COGES 担当官（51 名）が COGES 設立

及び学校活動計画策定に係る研修を受講している。 
• COGES 監督官、COGES 担当官は、COGES 政策及びモニタリングの重要性を理解している。また、

COGES メンバーに対する研修、支援を実施する能力を同時に有している。 
【PDM 指標 1-2】対象州（6 州）すべてに

おいて COGES 設立及び学校活動計画

の実施に係る研修実施プログラムが策

定される。 

• 対象州（6 州）すべてにおいて COGES 設立及び学校活動計画の実施に係る研修実施プログラムが

策定されている。 

1.機能する COGES を全国に設置す

るためにさまざまなレベルの関係者

の能力が強化される。 
 

【PDM 指標 1-3】対象 6 州の小学校校長

の 90％が COGES 設立研修に参加す

る。 
 

• 世界銀行の財政支援によって COGES 設立研修（民主選挙研修）が行われ、対象 6 州の校長の

99.5％に当たる 6,579 名の学校長がこの研修を受講している。対象 6 州において学校数が増加してい

ることから、新任の校長に対する研修は見返り資金によって行われている。 
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COGES 設立研修の参加率 

州 研修参加者（計画値） 研修参加者（実績） 参加率（％） 
アガデス  364  364 100.0 
ディッファ  425  425 100.0 
ドッソ 1,802 1,795  99.6 
マラディ 1,868 1,868 100.0 
ニアメ  493  453  91.9 
ティラベリ 1,860 1,870 100.5 
合 計 6,812 6,579 99.5 

出所：みんなの学校プロジェクト 

【PDM 指標 1-4】対象 6 州において

COGES 代表者の 90％が学校活動計画

に係る研修を受講する。 
 

• 世界銀行の財政支援によって学校活動計画の策定に係る研修が行われ、対象 6 州の全 COGES メ

ンバーの 98.5％に当たる 1 万 3,267 名がこの研修を受講している。 
• アガデス州の研修参加率は他州に比べ低い値となっているが、アガデス州は砂漠地帯であり学校が

広範囲に点在しているため、アクセスの難しさから研修参加が困難であったためと考えられる。 

 

学校活動計画策定に係る研修への参加率 

州 研修参加者（計画） 研修参加者（実績） 参加率（％） 
アガデス  728  622  85.4 
ディッファ  850  769  90.5 
ドッソ 3,608 3,604  99.9 
マラディ 3,736 3,748 100.3 
ニアメ  984  916  93.1 
ティラベリ 3,558 3,608 101.4 
合 計 13,464 13,267  98.5 

出所：みんなの学校プロジェクト 

【PDM 指標 1-5】COGES 及び COGES 連

合に係る戦略が改善される。 
• COGES 連合及び COGES モデルについての政策に関して改善が確認されている。COGES 連合のモ

デルについて、2008 年 7 月に行われた国民教育省主催のワークショップにおいて国家モデルとして

承認された。 
• 2008 年 10 月には、COGES 連合（FCC）の設立、役割、組織についての国民教育省省令が公布され

た。省令には COGES 連合の COGES のモニタリングについての明確な機能と役割が明記された。 
2. COGES のモニタリング体制が構

築される。 
【PDM 指標 2-1】COGES 連合モデルが

承認される。 
• COGES 連合モデルは 2008 年 7 月、国民教育省主催のワークショップにて公式に承認され、同年 10

月に設立・役割・組織・機能に関する省令が公布された。同省令では、COGES 連合が COGES のモニ

タリングにおいて明確な機能と役割を有していることが規定されている。 
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【PDM 指標 2-2】民主的選挙によって

COGES 連合メンバーが選出され、すべ

てのコミューンに COGES 連合が設置さ

れる。 
 

• 2009 年 12 月時点で、5 州4の 151 コミューンのうち、ディッファ州の 2 コミューンを除くすべてのコミュー

ンで COGES 連合が設置されている。ディッファ州の 2 コミューンについては、多くの学校がコミューン

庁舎から 100km 以上離れているため、研修が実施されていない。 
• FCC は女子就学率、成績向上キャンペーンの実施及び COGES とパートナーとのコミュニケーション、

COGES モニタリング、管理の実施に際して中心的な役割を担っている。 
【PDM 指標 2-3】COGES 担当官の月例

会議がすべての州において少なくとも年

10 回開催される。 
 

• すべての州において、COGES 担当官月例会議が年 10 回以上開催されているが、2008 年は見返り

資金の運用開始時期の遅れにより、一部の会議で実施の遅れがみられた。しかし、2009 年 2 月より

見返り資金のディスバースメントが開始され、それ以降は月例会議が計画どおり実施されている。 
月例会議開催数 

 月例会議回数 
アガデス 10 
ディッファ 11 
ドッソ 12 
マラディ 10 
ニアメ 12 
タウア 11 
ティラベリ 12 
ザンデール 11 

出所：みんなの学校プロジェクト 

【PDM 指標 2-4】2009/2010 年度におい

て、80％の COGES 連合が少なくとも 3
回の住民総会と 6 回の事務局会合を開

催する。 

• フェーズⅡで新たに対象となった 6 州では COGES 連合は 2008/2009 年度の中盤において設立され

たばかりであり、分析を行うのは時期尚早である5。しかしながら、タウア州及びザンデール州では

COGES 連合がプロジェクトの初期に設立されていることもあり、2008/2009 年度においては両州の

COGES 連合のうち 82％が少なくとも年 3 回の住民総会及び年 6 回の事務局会合を行っている。した

がって、2009/2010 年度において、新規対象州でも目標の達成の可能性が高いと考えられる。 
年 3 回の住民総会及び年 6 回の事務局会合を行った COGES 連合数 

 COGES 連合

の数 
住民総会（年 3 回）及び事務局会合（年

6 回）を行った COGES 連合の数 
割合（％）

タウア 44 33 75 
ザンデール 55 48 87 
合 計 99 81 82 

出所：みんなの学校プロジェクト 

                                            
4 治安状況の悪化により、アガデス州では研修が延期されている。残りの 5州には 151のコミューンがあるが、ディッファ州の 2コミューンについては所属する COGESの 2/3がコミューン庁舎
から 100km以上離れているため、COGES連合としての機能が必ずしも期待できない。 

5 タウア州及びザンデール州ではフェーズⅠにおいて研修を実施している。 
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【PDM 指標 2-5】2009/2010 年度におい

て COGES 連合の 80％が少なくとも 1 つ

のフォーラムのテーマに沿った学校活動

を実施する。 

• フォーラム・アプローチに伴う統一テーマによる学校活動は 5 州（タウア、ザンデール、マラディ、ティラ

ベリ、ドッソ）で実施された。聞き取り調査においては、女子就学、成績向上にかかわる啓発キャンペ

ーンによる成果が顕在化することで、各実施者のモチベーションが向上したことが報告された。 
 
各州でのフォーラム・アプローチの実施状況  

 2007 2008 2009 
タウア  女子就学向上（4 月） 中退対策（5 月） 
ザンデール 女子就学向上（5 月） 成績向上（1 月） 中退対策（5 月） 
マラディ   女子就学向上（4 月） 
ティラベリ   女子就学向上（5 月） 
ドッソ   中退対策（5 月） 

出所：みんなの学校プロジェクト 
 
• 2008/2009 年度においては、69％の COGES 連合が少なくとも統一テーマに沿った学校活動を実施し

ていることから、今後の各州でのフォーラム・アプローチが指標の達成に大きく貢献することが見込ま

れる。 
 

学校活動計画を少なくとも 1 つ実施した COGES 連合数 

州 1 つ以上学校活動を実

施した COGES 連合数

COGES 連合の数 割合（％） 

ディッファ 0 10 0 
ドッソ 16 43 37 
マラディ 33 47 70 
ニアメ 4 5 80 
タウア 44 44 100 
ティラベリ 21 44 48 
ザンデール 54 55 98 
合 計 172 248 69 

出所：みんなの学校プロジェクト 
3. パイロット地域（タウア州とザン

デール州）において COGES を通じ

た教育改善活動のモデルが構築さ

れる。 
 

【PDM 指標 3-1】2008/2009 年度及び

2009/2010 年度において、タウア州及び

ザンデール州にある 50 の COGES がコ

ミュニティ幼稚園設立のための議事録を

提出する。 
 
 

• 就学前教育へのニーズを満たすため、2008/2009年度は62のCOGES（タウア：29、ザンデール：33）、

2009/2010 年度は 53 の COGES（タウア：17、ザンデール：36）が就学前教育視学官事務所（Inspection 
of Preschool Education Office）にコミュニティ幼稚園設立のための議事録を提出している。 
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【PDM 指標 3-2】2008/2009 年度及び

2009/2010 年度において、タウア州及び

ザンデール州にある 50 の COGES がコ

ミュニティ幼稚園を設立・管理する。 
 

• 2008/2009 年度は 62 の COGES（タウア：29、ザンデール：33）、2009/2010 年度は 53 の COGES（タウ

ア：17、ザンデール：36）が UNICEF の支援を受けてコミュニティ幼稚園を設置した。 
• 両州ではこれまで合計で 165 のコミュニティ幼稚園が設立されている。両州の園児の数は 1 万人を超

えていると想定される。タウア、ザンデールでの園児はほぼ全員が小学校へ進学するなど、コミュニ

ティ幼稚園の設立は初等教育へのアクセス、質に対しても大きく貢献している。 
 

コミュニティ幼稚園及び園児数 

 コミュニティ

幼稚園数 
園児数 女子の数 女子の割合

（％） 
タウア 54 3,674 1,724 46.9 
ザンデール 55 2,825 1,383 49.0 

2008/09 

合 計 109 6,499 3,107 47.8 
タウア 71 N/A N/A N/A 
ザンデール 94 N/A N/A N/A 

2009/10 
（2009 年 12

月時点） 合 計 165 N/A N/A N/A 

 出所：みんなの学校プロジェクト 

 
• コミュニティ幼稚園は 5 項目の「インパクト」にも示すとおり、就学前教育の改善に対して高いインパク

トを与えている。一方で設立後のモニタリング体制の整備が求められている。 

【PDM 指標 3-3】コミュニティ幼稚園のモ

デルが承認される。 
 

• 2008 年 8 月に国民教育省主催のワークショップにおいて、コミュニティ幼稚園のモデルが承認され、

政策的・制度的な自立発展性に貢献している。 
• 「コミュニティ幼稚園設置のためのガイドライン」がタウア及びザンデールでのパイロット活動を通じて

策定された。このガイドラインは 2009 年 12 月に開催されたワークショップにおいて公式に承認され、

プロジェクト関係者（国民教育省、州教育事務所、就学前教育視学官）に情報共有が行われている。 
【PDM 指標 3-4】フォーラムを実施した

90％の COGES 連合が、関係者のコミッ

トメントを引き出すことを目的として総会

を開催する。 
 

• マラディ、タウア、ティラベリ、ザンデールのすべての州で 95％以上の COGES 連合が、フォーラムで

決定した特定テーマへのコミットメントを引き出すことを目的とした総会を開催している。 
• ドッソ州については、終了時評価の 1 カ月前にフォーラムが行われたため、現在そのモニタリングが

実施されている。 
総会数（2008～2009 年） 

 総会数 COGES 連合数 割合（％） 
マラディ 47 47 100 
タウア 42 44  95 
ティラベリ 44 44 100 
ザンデール 55 55 100 

出所：みんなの学校プロジェクト 
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投入の実績 
日本側 
A. 日本人専門家派遣 
1） 長期専門家（4 名） 
2） 短期専門家（必要に応じて） 
 
B. 機材供与〔巡回用車両、オートバイ、
その他（必要に応じて）〕 
 
C. 現地業務費 

以下の投入が行われた。（注：詳細はミニッツの ANNEX 1 を参照） 
A. 日本人専門家派遣 
1）長期専門家（4 名） 

• チーフアドバイザー/教育アドバイザー 
• COGES モニタリング 
• 学校活動計画 
• 業務調整/住民能力強化 

2）短期専門家 
• 地方教育行政 

 
B. 機材供与  
プロジェクト実施に必要な機材が供与され、供与額は 2010 年 2 月の暫定値で 2,869 万 3,000 円である。 
 
C. 現地業務費 
2009 年 2 月の暫定値で 1 億 6,872 万 4,590 円が供与された。 
 
D. 研修生受入れ 
「教員養成課程における教育改善方法の検討（仏語圏アフリカ）コース」にカウンターパート 2 名参加。 

投 入 

ニジェール側  
A. カウンターパートの配置（国民教育

省次官、基礎教育総局長、COGES 推進

室長、教育計画局長、各州教育事務所

長、各県視学官） 
B. 事務所の提供（国民教育省内事務

所） 
C. ローカルコスト負担〔NGO 業務委託

費用（COGES選挙研修及び学校活動計

画研修実施に係る費用、COGES のモニ

タリングに係る費用）〕 

 
A. カウンターパートの配置 
ミニッツ ANNEX 1-4 を参照。 
 
B. 事務所の提供 
プロジェクトは独自にプロジェクト事務所を開設した。 
 
C. ローカルコスト負担 
COGES 全国普及のための研修に係る費用は、計画どおり世界銀行/PADEB による支援によって国民

教育省が負担した。しかしながら、COGES 担当官のモニタリングのための経常経費は、見返り資金拠

出によって支払われている。 
前提条件 
COGES 政策が維持される。 COGES 政策が維持される。 • COGES 政策は、2008 年 10 月に発表された FCC 設置に関する省令によって強化された。 
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実施プロセスの検証 
評価項目 必要な情報・データ（指標） 調査結果 

計画の進捗状況 • 活動は計画どおりに実施されたか。 • COGES モニタリングのための見返り資金のディスバースメントの遅れにもかかわらず、プロジェクト・デザ
イン・マトリックス（PDM）に記載されたすべての活動は開始された。プロジェクトはこの遅れを取り戻すべ
く、活動の実施に取り組んでいる。詳細は活動計画（PO）参照。 

• プロジェクトスタッフは十分か。彼らの

役割と責任は適切か。 
• 全国展開における各州での出張の頻度が高く、日本人専門家、現地スタッフの業務量が高いことが確認

されている。 
• プロジェクトチーム内の相互コミュニケ

ーションは十分か。 
• プロジェクトチームは 2009 年 1 月以降、週 1 度のミーティングを行っており、頻繁な出張のため、中止さ

れることが多いものの、ミーティングの実施により、コミュニケーションが改善したことが報告されている。 

• プロジェクトチームとカウンターパート

の相互コミュニケーションは十分か。

信頼関係が醸成されているか。 

• 国民教育省 COGES 推進室長及びタウア、ティラベリ、マラディ、ニアメの州国民教育事務所（DREN）は、
プロジェクトチームとカウンターパートの間に信頼関係が醸成されていることが確認された。 

• 州の活動経験は半年に 1 度、合同調整委員会に併せて実施される経験共有セミナーにおいて、共有され
ている。 

プロジェクト運営実施体制 

• 合同調整委員会は機能しているか。 • 合同調整委員会は計画どおり実施され、プロジェクトの進捗状況のレビュー、情報交換の場として有効に
機能している。  

• カウンターパートは主体的にプロジェ

クト活動を実施しているか。 
• カウンターパートは主体的にプロジェクトに参画しており、特にタウア、ティラベリ、マラディ、ニアメの州国

民教育局局長はプロジェクトの推進に対して積極的に取り組んでいる。 
カウンターパートのオーナーシップ 

• COGES 連合、COGES 委員、住民は

主体的に活動を実施しているか。 
• 聞き取り調査の対象のほぼすべての COGES 及び COGES 連合のメンバーは強いモチベーションをもっ

ており、積極的にプロジェクト活動に参画している。  
• プロジェクトはコミュニティレベルでの教育指標を目に見える形で示すことで、COGES 及び COGES 連合

のメンバーのオーナーシップの醸成に成功している。 
他ドナーとの連携 • その他ドナーとの情報共有は行われ

ているか。 
• プロジェクトは世銀、UNICEF といった関係ドナーと必要に応じ、会議を開催して情報共有を実施してい

る。 
青年海外協力隊（JOCV）との連携 • 相互の情報提供や活動における連携

はあるか。連携による活動は有効だっ
たか。 

• JOCV の活動である生産実習活動（APP）クラブにいくつかの COGES メンバーが参加している。JOCV へ
の聞き取り調査の結果、APP クラブが実施されるか否かについては、校長のやる気に左右され、またタウ
ア州では APP クラブの活動が限定的であることが報告された。 

プロジェクトの成果、プロジェクト目
標の達成のための推進要因 

 • 聞き取り調査の結果からは、プロジェクトの成果を顕在化することが、コミュニティの参加を促進するため
の重要な要因となることが確認された。インパクトを見せることにより関係者のコミットメント及び主体性を
引き出すことが可能となる。 

• フォーラム・アプローチにおいては、州の指導者、視学官などを含め、すべての関係者が主要テーマにお
ける自らの役割をコミットする。また、それらの役割が確実に実施されているか必要なモニタリングを行う
ことで成果を確実に生み出している。 

• 【外部条件】治安状況は悪化していな
いか。 

• 治安状況の悪化による移動制限により、特に日本人専門家がモニタリングすることのできる地域が限定
されている。 

プロジェクトの成果、プロジェクト目
標の達成のための阻害要因 

• 【外部条件】見返り資金は州教育局に

定期的にディスバースされているか。

• 2009 年 1 月より見返り資金が順調にディスバースされている。これ以降プロジェクトは活動の遅れを取り
戻しつつある。  

 • その他の阻害要因はあるか。 • 大統領再選に対する他の主要ドナーの援助の中断に関して、教育セクターの政府予算がドナーの支援
するコモンファンドによるところが大きいことからも、ドナーによる支援の中止はプロジェクトの活動に影響
を与える可能性が高い。一方で、世銀、UNCEF、フランスなどの援助機関は現在のところ援助の停止を
検討していないことが確認された。 
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5 項目評価 

妥当性 ：非常に高い 
評価項目 必要な情報・データ 調査結果 

必要性 
プロジェクト目標はターゲット・グル
ープのニーズと合致しているか。 

COGES の活動は住民・児童のニーズと
合致しているか。  

• 現地のニーズに基づいた学校運営改善はコミュニティと児童のニーズに合致するものである。 
• COGES の活動としてのコミュニティ幼稚園の活動はコミュニティ、特に地方部のニーズに整合している。  

優先度 
COGES を柱のひとつとして位置づけた
｢教育開発 10 カ年計画｣（PDDE）に変更
はないか。 

• 教育の地方分権化の一環として住民参画型の学校運営を促進することは、教育開発計画（PDDE）にお

ける優先事項であることに変わりはない。 
• PDDE においては 2013 年までに就学前教育の就学率を 5％とすること及び地方部での幼稚園の拡大が

目標に挙げられている。 

プロジェクト目標とニジェール国家
開発計画との整合性はあるか。 

コミューンに権限を委譲する地方分権化
政策に変更はないか。 

• 地方分権化政策に変更はない。また、2008 年 10 月に発表された、FCC 設立に関する国民教育省省令で

は、FCC はコミューンの管轄下にあると規定しており、コミューンが FCC を管理、支援する権限が強化さ

れている。 
プロジェクトと日本の援助政策、
JICA 国別事業実施計画との整合
性はあるか。 

日本の対ニジェール援助重点課題、
JICA 国別事業実施計画に変更はない
か。 

• 2008 年 5 月に開催の TICAD（アフリカ開発会議）IV にて採択された横浜行動計画において、学校運営

改善モデルによる支援対象を西アフリカにおいて 1 万校に拡大し、1,000 万 US$の支援を世銀を通して日

本社会開発基金（JSDF）で実施することを表明しており、日本の援助政策に合致している。 
手段の適切性 
プロジェクトのアプローチは適切
か。 

ミニマム・パッケージは COGES の機能
化に効果を上げる戦略として適切か。 
COGES 担当官及び COGES 連合による
モニタリングは COGES の機能化に効果
を上げる戦略として適切か。 

• 民主選挙による COGES 代表の選出は、メンバーのモチベーションを向上させ、COGES の機能化及び住

民総会を通じた透明性の確保に貢献している。 
• COGES の全国普及に際して、最低限度の研修コスト、期間、内容といったミニマム・パッケージが関係者

への研修の実施に大きく貢献している。ミニマム・パッケージによる COGES の普及は、政府のリソースが

限られているニジェールにおいて妥当なアプローチである。 
• フェーズ II より全国への導入が実施された COGES 連合は各州へ拡大しており、COGES とその他の関

係者（視学官、支援者、地方自治会など）とのコミュニケーションを促進するうえで重要な役割を担ってい

る。FCC の設立により、COGES の活動がより多様かつ、活発になったことが確認された。 
日本の協力としての優位性はある
か。 

日本に対象技術のノウハウが蓄積され
ているか、日本の経験が生かせるか。 

• フェーズⅠで蓄積された COGES の機能化のための知識や技能は、フェーズⅡでの COGES の全国普及

プロセスにおいて大いに活用されている。 
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有効性：高い（ほぼ達成している） 
評価項目 必要な情報・データ 調査結果 

プロジェクト目標の達成見込み 
プロジェクト目標が達成される可能性は

高いか。 
• 全国の 97.1％の学校において COGES が民主的に設置された。 
• COGES からの学校活動計画及び活動総括表の提出率に関しては、達成途中である。これは COGES の

機能化、モニタリング体制の構築が現在進行中であることを示している。 

プロジェクト目標は適切か。 

プロジェクト目標指標の設定レベルは適

切か。 
• 2009 年 2 月の中間レビュー結果を受けて、プロジェクト目標の指標に目標数値が設定された。現状に合わ

せた適切な数値目標である一方で、学校活動計画及び活動総括表回収の目的は、COGES による計画策
定を促すものであり、回収率の向上そのものが目的でないことに留意し、それらの内容、精度についても
確認する必要がある。 

因果関係 
COGES 関係者の能力強化は COGES
の全国普及に貢献しているか。（成果

1） 

• 高い COGES の設立件数は、校長への民主的な COGES 設立にかかわる研修が有効に機能していること
を示している。また、学校活動計画にかかわる研修では、計画策定、実施、モニタリングといった一連の活
動の実施能力の向上に寄与している。 

• 首都ニアメにおける学校活動計画の提出率の低さは、独自の保護者会に関する取極めを有している私立
校が多く所在することに起因していることが想定される。 

• アガデスにおける設立率の低さは、砂漠地域に点在する学校関係者の研修会場への困難なアクセスの
状況が原因となっている。 

COGES モ ニ タ リ ン グ 体 制 の 構 築

（ COGES 担当官、 COGES 連合）は

COGES の機能強化に貢献しているか。

（成果 2） 

• FCC 及び COGES 委員のメンバーへの聞き取り調査の結果、COGES モニタリングシステムの構築は
COGES の機能化に寄与していることが確認された。 

• COGES 担当官会議が COGES モニタリングメカニズムとして機能しているだけでなく、COGES 担当官の能
力強化にも寄与していることが確認された。COGES 担当官会議は、経験を共有し、成功例から学び、課
題解決のための方策を議論する場となっている。 

プロジェクトのアウトプットはプロジ

ェクト目標達成に貢献しているか。 

COGES を通じた教育改善活動モデル

の構築は、COGES の機能強化・定着に

貢献しているか。（成果 3） 

• コミュニティ幼稚園、フォーラム・アプローチ、視学官会議といった COGES を通じた教育改善活動モデルの
構築は、成果 3 で述べたように COGES の機能強化・定着に貢献している。 

• フォーラム・アプローチは直接的に教育のアクセスと質にインパクトを与えている。また、すべてのフォーラ
ムの実施者が活動へのコミットメントを通して、活動の実施能力を向上させている。  

【外部条件】校長もしくは教員等のストラ

イキ等により学校が長期的に閉鎖状態

に陥ったか。 

• 契約教員によるストライキは、授業時間の減少、中退児童の増加といった教育の質に影響を与える。  

【外部条件】家庭の経済状況が悪化し

ない。 
• ニジェールは全国的に貧困状態にあり、COGES に対するコミュニティからの分担金は近年の異常気象に

よる農業の不作に影響を受けている。 

プロジェクト目標達成を促進あるい

は阻害する外部要因はあるか。 

【外部条件】研修の効果に影響を及ぼ

すような大規模な人事異動（教員及び

行政官）等が行われない。 

• COGES メンバーに校長、教師といった教育関係者が含まれることから、彼らの異動は COGES の活動に
影響を与えている。これに対処するためにも新任の COGES メンバーに対する学校活動計画の研修の実
施の必要性が関係者より指摘された。 

• 大統領再選にかかわる国外からの非難に対して、大統領の交代が実現した場合には、国民教育省の大
臣以下、主要スタッフの交代が想定される。 
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効率性：高い 

評価項目 必要な情報・データ 調査結果 

成果の達成度 
成果は計画どおり達成されている

か。 
 • ほぼすべての活動が計画どおり実施され、プロジェクト目標を達成するための各成果の発現につながっ

ている。しかし、モニタリング体制の構築といったいくつかの活動に関しては、プロジェクトの前半時点で

発生した見返り資金の配布の遅れの影響により、活動進捗の遅れがある。 
因果関係 
活動は成果を効率的に産出してい

るか。 
 • 提供された投入はおおむね計画どおり成果を産出している。 

専門家派遣人数、専門分野、派遣時期

は適切か。  
• COGES 設立の全国展開を考慮すると、日本人専門家の作業負荷が頻繁な国内出張に伴い高いレベル

にある。これはプロジェクトの良好な運営を阻害する可能性がある。 
供与機材の種類、量、設置時期は適切

か。 
• 供与機材は、必要であり、適切にかつ十分使用されている。 

本邦研修の分野、研修内容、研修時

期、受入時期は適切か。 
• 本邦研修に参加したカウンターパートへの聞き取り調査の結果、本邦研修の内容は日本の学校運営、

住民参加に関する知識の習得のうえで適切であった。 

達成されたアウトプットからみて投

入の質、量、タイミングは適切か。 

日本側、ニジェール側の現地活動費は

適当であったか。 
• 見返り資金拠出が遅れたため、COGES モニタリングシステム構築に関連したいくつかの活動の実施が

遅れた。しかし 2009 年 2 月以降拠出が定期的に実施されるようになったことにより、プロジェクトの活動

はおおむね順調に実施されている。 
効率性に影響を与えている要因 

COGES 設置及びモニタリングの全国普

及のための世界銀行/PADEB との連携

は効率的か。 

• COGES 設置及びモニタリングの全国普及ための世界銀行/PADEB との連携による投入により、効果的

な全国展開が可能となった。 
• モニタリング経費、モニタリング用バイクの調達の遅れが当初発生している。一方で世銀の費用で実施さ

れる研修の質にもばらつきがみられることからも、連携に際しては計画段階での十分な準備と情報共有

が必要であることがプロジェクトチームより指摘された。 

他のドナーとの連携による効率化

が実現しているか。 

コ ミ ュ ニ テ ィ 幼 稚 園 設 立 の た め の

UNICEF との連携は効率的か。 
• UNICEF との連携により、プロジェクトは効率的に COGES によるコミュニティ幼稚園の設置、支援を推進

している。UNICEF は就学前局との協力によってコミュニティ幼稚園教員の養成・現職研修の実施、幼稚

園への教材のミニマム・パッケージの提供を実施し、一方プロジェクトはコミュニティ幼稚園の設立、運

営、モニタリングについての研修を行っている。このような相互補完的な連携により、タウア、ザンデール

において計 165 の幼稚園が設立された。 
ローカル資源が有効に活用されている

か。 
• 学校及びCOGESに対する財政的な投入は一切されておらず、コミュニティのイニシアティブ、潜在能力を

最大化している。この戦略は有効に機能している。 
ローカル資源が有効に活用されて

いるか。 
フェーズⅠの経験が生かされているか。 • フェーズⅠで開発された戦略、アプローチ、技能、知識、人的資源、ネットワーク、ロジスティックスが最大

限に活用されている。 
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インパクト：非常に高い 
評価項目 必要な情報・データ 調査結果 

上位目標の達成見込み 
投入・成果の実績、活動

の状況から、上位目標の

達 成 の 可 能 性 は 高 い

か。上位目標とプロジェ

クト目標は乖離していな

いか。 

COGES 設立及びフォーラ

ム・アプローチの開催は上位

目標の達成に寄与するか。 

• 国家教育統計によれば、フェーズ I 開始の 2004 年以降、上位目標である総就学率、修了率などニジェールの教育指標には改
善がみられる。これらの教育指標の向上には多くの貢献要因が考えられるが、プロジェクトの活動が指標の向上に貢献してい
ることが指摘されている。 

• 上位目標とプロジェクト目標の関係は整合している。各州への踏査による関係者への聞き取り調査の結果、プロジェクトを通じ
た COGES の設置と機能化がその大きな貢献要因になっていることが確認された。 

上位目標達成に必要な

外部条件が満たされる

可能性は高いか。 

【外部条件】教育政策におい

て COGES による学校運営

改善が一貫して重要な位置

を占める。 

• 教育政策において COGES による学校運営改善が一貫して重要な位置を占めており、2008 年 10 月の FCC 設置に関する省令
によって、COGES 政策は強化された。 

• 大統領再選にかかわる国外からの非難に対応した、人事変更が今後実施された場合、COGES 政策が変更されるリスク要因と
なり得る。 

波及効果 
プロジェクトの波及効果

はあるか。 
 • マラディにおいて COGES 担当官が県レベルでのフォーラムを開催していることが確認された。通常州レベルの教育問題を解決

するために行われるフォーラムは必ずしも各県の問題を反映しているとはいえないため、各県レベルでの地方指導者を巻き込
んだフォーラムの必要性が指摘されている。 

• ニジェールおいて有効性が実証された学校運営委員会モデルを基に、セネガル、マリにおいても同様の学校運営改善プロジェ
クトが開始された。ブルキナファソにおいてもプロジェクト実施に向けたパイロット事業を実施中である。これらの国に対して、プ
ロジェクトがその経験を共有し、プロジェクトスタッフが技術支援を行っている。 
 

• 学校運営委員会モデル推進活動 
プロジェクトからの

講師派遣国 
プロジェクト名 支援内容 期 間 

マリ 学校運営委員会支援プロジェクト 講師研修実施に係る技術

支援 
2008 年 8 月 22 日～9 月 3 日 

ブルキナファソ 住民参画型学校運営改善パイロ

ットプロジェクト 
講師研修 2008 年 11 月 25 日～12 月 2 日 

出所：みんなの学校プロジェクト 
その他のインパクト 
上位目標以外の正負の

効果・影響があるか。 
正のインパクト • COGES によるコミュニティ幼稚園及び COGES 連合等なども巻き込んだ女子就学促進、成績の質向上キャンペーンの実施は特

にフェーズ I より協力が実施されてきたタウア、ザンデールにおいて、教育のアクセス、質の向上に大きなインパクトを与えてい
ることが確認された。 
 

女子就学促進キャンペーン 
• ザンデールでは 2007 年 5 月から女子就学促進キャンペーンが、タウアでは 2008 年 4 月から女子就学促進キャンペーン、2009

年 3 月からは入学した女子に対する残留キャンペーンが実施され、女子入学登録者数が大幅に増加すると同時に、入学登録
者における男女比率（女子数/男子数）について、以下に示すとおり両州において向上がみられる。 
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出所：国民教育省統計 

新規入学登録者数における男女比率（女子数/男子数） 

 
教育の質向上キャンペーン 
• 2008年1月から教育の質向上キャンペーンが実施されたザンデールは、2007/2008年度の初等教育修了試験合格率（CFEPD）

が 67.2％となり、全国平均を大きく上回り全国 1 位となった。教育の質、特に試験合格率の向上には多くの要因による影響を考
慮する必要があるが、ザンデールにおける COGES を通じた成績向上のキャンペーンが、試験合格率の向上に寄与しているこ
とが想定される。 

 
出所：国民教育省統計 

初等教育修了試験合格率（CFEPD） 
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コミュニティ幼稚園普及のインパクト 
• コミュニティ幼稚園の普及効果として、タウア州における農村部の就学前教育就学児童数が下図に示すとおり、プロジェクト介

入（2006 年）以後、群を抜いてトップに位置している。ニジェールの、特に農村部での就学前教育へのアクセス拡大は PDDE の
目標としてもその点が掲げられており、国家教育政策の実現に寄与している。 

 

出所：国民教育省統計 

農村部就学前教育就学児童数推移 

 

• コミュニティ幼稚園の普及による就学前教育の拡大は初等教育における女子教育の推進、学校運営の改善等に正の影響を与

えることが報告されている。 
負のインパクト • 就学率の急速な増加に伴い、教員の不足や必要な教室の不足を原因として、一度登録をした児童が実際に入学できないなど

の問題が指摘されている。これらの対応策として、教員への支援、複式学級などが実施されている。 
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自立発展性：中程度 
評価項目 必要な情報・データ 調査結果 

政策・制度面 
政策支援は協力終了後も継続され
る可能性は高いか。 

国民教育省はプロジェクト終了後の
COGES の継続に係る戦略をもっている
か。 

• 住民参画型の学校運営を促進することは教育開発計画（PDDE）に明記されている。 
• 機能する COGES 及び FCC モデルは政府が主催したワークショップによって公式モデルとして採用され、

省令が発表された。 
• 国民教育省は COGES 政策実施のための十分な能力を有しているが、インパクトの恒常的な発現のた

め、更なる主体的なプロジェクトへの参画が求められる。COGES 政策の実施強化に向けた国民教育省
の主体的取り組みが必要となる。 

組織・財政面 
国民教育省 COGES 推進室は全国レベ
ルで COGES 政策を策定、統括、実施す
るに必要な権限と人員、予算を有してい
るか。 

• 国民教育省の基礎教育総局長の下に COGES 推進室があり、COGES 政策策定の責任を負っている。
COGES 推進室は、見返り資金拠出を推進するにあたって困難に直面した。一方、COGES 推進室は、
COGES 政策実施についての経験共有セミナーを開催している。 

州 国 民 教 育 事 務 所 は 、 州 レ ベ ル で
COGES 政策を策定、統括、実施するに
必要な権限と人員、予算を有している
か。 

• 各州国民教育事務所（DREN）には COGES 監督官が 1 名配置されている。COGES 監督官の主要な職
務は COGES 担当官の指導監督である。 

• COGES 担当官会議が定期的に毎月開催されている。 
• 国民教育省は、DREN あての通達によって、視学官会議を制度化した。視学官会議開催費用に対するプ

ロジェクトからの支援はなく、州独自の予算で実施されており、視学官会議の財政的持続性は高い。 
• 州国民教育局、局長はおおむね教育開発における COGES の重要性を理解しており、州レベルでの

COGES 政策実施へのコミットメントは高い。 
県視学官事務所は、県レベルで COGES
政策を策定、統括、実施するに必要な権
限と人員、予算を有しているか。 

• COGES 担当官が各視学官事務所に配置されている。COGES 担当官の主要な職務は FCC 及び COGES
のモニタリング・指導である。 

• COGES 担当官と同様に視学官事務所に配置されている指導主事は資格の必要なポストであるのに対し
て、COGES 担当官には資格が必要ない。 

• COGES 担当官へのガソリン経費の支給など見返り資金によってモニタリングが順調に実施されている。
しかし、プロジェクト終了後のモニタリングの継続のための経費負担に関しても、国民教育省による経費
の確保の意向が示されているが、その可能性については今後の課題である。 

COGES政策の実施を担う組織は維
持されるか。 

COGES 連合は活動の維持・発展に必要
な権限と人員、収入源を有しているか。 

• FCC は省令に基づき、コミューンレベルで 設立されている。FCC の主要な役割は COGES のモニタリン
グ・指導である。FCC の事務局員は民主選挙によって選出されている。 

• FCC は財政的に自立して活動することが期待されている。タウアとザンデールの FCC の収入の 2008～
2009 年の平均値は 33 万 4,115CFA フラン（Fcfa）だった。 

• COGES 連合については COGES からの分担金及び地方政府、地元企業などの他の支援者からの寄付
を主な財源としている。今後、継続的にこれらのパートナーからの支援を得るための広報活動、提案書
作成といった連合のメンバーへの研修機会に対するニーズが高いことが確認された。 

 COGES は活動の維持・発展に必要な権
限と人員、収入源を有しているか。 

• COGES は省令に基づき、コミュニティレベルで設置されている。COGES 委員の親の代表は民主選挙に
よって選ばれている。 

• 機能する COGES は財政的に自立して活動することが期待されている。COGES の主要な財源は住民か
らの寄付である。タウア、ザンデールからの活動総括表の分析結果から、地域住民が中心となり COGES
への財政的、物質的な支援が実施されていることが確認される。以下に示すとおり、各 COGES 当たり分
担金はそれぞれの州で増加している。 
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出所：活動総括表 

タウア、ザンデールにおける分担金の推移6 
COGES 連合及び COGES の維持に
必要な財源は確保される見込み
か。 

日本側予算・見返り資金で手当てしてい
る活動について、プロジェクト終了後も
活動の継続は必要か。 

• COGES 担当官へのガソリン経費の支給など見返り資金によってモニタリングが順調に実施されている。
しかし、プロジェクト終了後のモニタリングの継続のための経費負担に関しても、国民教育省による経費
の確保の意向が示されているが、その可能性については今後の課題である。 

技術面 
COGES 監督官の COGES 政策実施能
力は十分か。 

• COGES 監督官は COGES 政策を十分に理解している。COGES 監督官は各州において COGES 設置及
び FCC 設置のための研修を成功裏に実施した。COGES 監督官の担当官への指導管理、報告能力は監
督官によって格差がある。 

COGES 担当官の COGES 政策実施能
力は十分か。 

• ほとんどの COGES 担当官は COGES 政策を十分に理解し、各州における COGES 設置及び FCC 設置
のための研修を実施する能力を有している。 

FCC は機能化するための技術的な能力
を十分に備えているか。 

• 聞き取り調査の結果、FCC のメンバーは活動の実施に際して、高いモチベーションを有しており、 
COGES 担当官、COGES メンバーとの良好な関係を構築している。 

• 地方政府からの支援を取り付けるための広報活動、提案書作成といった研修機会の要望がいくつかの
FCC から出された。 

COGES 関係者の能力開発は十分
に行われているか。 

COGES は機能化するための技術的な
能力を十分に備えているか。 

• 多くの COGES メンバーが研修を受講しており、高いモチベーションをもっている。 
• 学校活動計画の提出率は 72.1％であり、これは COGES の機能が向上していることを示すものである。し

かし、いくつかの COGES はメンバーの更なる能力強化が必要となる。 
• 活動総括表の提出は全国で 51％にとどまり、今後改善の余地がある。 

社会面 
動員額は、住民にとって過度な負担とな
っていないか。 

• 生徒の親からの COGES への分担金は負担可能な額であることが指摘されている。一方で近年の穀物ミ

レットなどの不作に起因した収穫量の減少により、地域によっては分担金の負担ができないケースが増

加していることが指摘されている。 

貧困層や脆弱なグループに対する
配慮不足のために効果の持続性が
損なわれる可能性はないか。 

コミューンから FCC への支援額について
大きな地域間格差はみられるか。 

• 都市部に位置するいくつかの FCC は民間企業などからの支援を受けている。また、首都のニアメでは一

部の個人からの COGES への献金が報告された。これらは、支援額に関して都市・農村格差があることを

示している。  

                                            
6 サンプル数は、タウアについて 1,165 COGES（全体の 58％）、ザンデールについて 1,506 COGES（72％） 
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団 長 所 感 
 
（１）COGES連合の機能化とモニタリング体制の確立 

みんなの学校プロジェクトは、フェーズⅠでは、住民参加による教育開発、フェーズⅡでは、

住民参加と行政の連携による地域の教育のモデル化、普及を実施し、大きな成果を上げてきた。

ニジェール側のプロジェクトに対する評価も高い。課題は、学校運営委員会（COGES）連合機
能化と、そのCOGES連合を通した行政官によるモニタリング体制の構築である。プロジェクト
は、COGES推進室COGES監督官、担当官ラインに集中していたCOGESモニタリング機能を、ニ
ジェールの地方教育行政のラインである州国民教育事務所長、視学官、指導主事とあわせた複

合的で自立可能な体制に移行させようとしており、その方向性は適切であると判断できる。し

かし、このモニタリング体制を機能させるためには、新たにモニタリングラインに加わったア

クター（州国民教育事務所長、視学官、指導主事）へのCOGESモニタリングに関する能力強化
は不可欠であろう。特に、各アクターが、COGESの機能性が、透明性のある組織を通した住民
ニーズの自らの実現という住民参加のメカニズムによって支えられているというロジックを理

解することが必要である。このロジックを理解しない限り、住民参加＝上からの啓発という固

定観念に逆戻りし、COGESの機能性を失わせる危険がある。また、モニタリングのアクターが
増えた分、その調整機能を視学官事務所レベルにもたせることも考慮する必要がある。 

COGES連合の機能化及びその維持については、COGESの機能化より更に難易度が高い。これ
は、COGES連合という組織が、各COGESつまり住民に支えられた組織である点に由来する。住
民組織であるがゆえに住民への影響力も強いが、いったん住民の支持を失えば、その機能性は

消えていく。そして住民の支持を得るためには、常に自身の有用性を示す必要があり、COGES
連合は、COGESモニタリング機能を超えて、住民の教育開発のニーズに応えるような活動を続
けていかなければならない。現在、COGES連合の有用性を示す活動として、フォーラム・アプ
ローチによる女子の就学改善キャンペーンや教育の質改善キャンペーンがある。これらの活動

により、住民の視点から見れば、自分の村の学校で、適切な教員配置がなされたり、住民にと

っての唯一の教育の質の判断基準である試験の合格率が上がったりする目に見える結果が出て

いる。この成功によりCOGES連合の存在が住民に認知され、支持が集まりはじめている。しか
し、フォーラムでの結果が出なければ、次のキャンペーンでの住民動員は期待できない。それ

ゆえに、フォーラムのテーマ選択は慎重に行う必要がある。フォーラム・アプローチの特徴は、

地域のアクター（住民、教員、校長など）や国民教育省の共通の開発ニーズをそのキャンペー

ンのテーマに選ぶところにあるが、結果を残すためには、例えば、就学促進であれば、住民の

動員による新入学生の確保だけではなく、教員の確保が必要であり、そのめどをあらかじめ考

慮する必要がある。試験の合格率の向上であれば、その向上のための条件をあらかじめ分析し

て、各アクターの動員を適切に動かすような調整が必要である。結果が出ることが難しいと判

断されるテーマをメインのテーマとして打ち出すことは、避けるべきと思料する。 
 
（２）プロジェクトの方向性と不確定要因 

今後のプロジェクトの方向性に大きな影響を与えそうな要因として、現在のニジェールの政

治状況がある。現大統領の3選を禁止した憲法の改定をめぐる国民投票の強行に端を発した混乱
は現在も続いており、現政権と国際社会との交渉が継続中である。交渉が決裂した場合、現在
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のニジェールの開発を支えている資金の流入がストップする可能性もある。その場合、教育開

発においても、致命的な影響が出るのは必至である。全教員の大多数を占める契約教員の賃金

の支払いの遅れ、あるいは停止、モニタリング資金の停止、教育資材の配布の停止等が起これ

ば、ニジェールの教育システムはまひする。その場合、プロジェクトが達成した成果あるいは

今後達成できる成果も減少する可能性は高い。しかし、最悪の状態で、草の根レベルの教育は、

コミュニティを基盤とした学校が支えてきたことは、多くの紛争国での例が示している。みん

なの学校がめざしてきた学校は、まさに地域の学校であり、最悪の状態においても、その効果

を発揮すると思われる。したがって、プロジェクトとしては、現在めざす、COGES連合を通し
たCOGESの機能化という目標の達成への努力の継続が望まれる。 

 
＜謝辞＞ 
今回の調査が、事務所やプロジェクト専門家の準備や調整により、円滑に実施できたことに、
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の多大な努力により、多くの成果を残しています。この成果がより大きくなるよう、現在の政治

状況が改善されることを祈願します。 
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面談・視察録 

日 時 2010 年 1 月 19 日（火）17:30～19:00 

場 所 みんなの学校プロジェクト（EPT）プロジェクト事務所 

面会者 JICA 金田所員、三浦専門家、國枝専門家、近藤専門家 

調査団 伊藤団員 

〈プロジェクトのインパクトに関して〉 
・ プロジェクトのインパクト、特にフォーラム・アプローチによる活動の実施、それに伴う教育指標
の改善の度合いは、担当の視学官の能力に左右される。また、指標の改善は他ドナー等の活動もあ
り、必ずしもすべてプロジェクトによる成果であるとはいえない。 

・ 新たにフェーズⅡからプロジェクトを開始した 6州に関しては、マラディ、ティラベリ、ドッソに
おいてフォーラムを実施した。特にマラディ、ティラベリに関して高い成果が発現している。マラ
ディに関しては女子就学が大きく改善することにより、州国民教育事務所の局長が活動を積極的に
推進している。 

・ タウア、ザンデールの旧 2 州については 1 年目、成果が確認されたが、2 年目、3 年目は成果の向
上がみられない。この1回目のフォーラムによるインパクトをどのように維持していけるかが課題。 

・ フォーラムの成果に関しては、その開催時期が成果の発現の要因となる。女子就学の向上に関して
は、入学登録前の啓発などのキャンペーンの実施、事前入学登録による生徒数の予測が重要となり、
生徒の入学時期に合わせたフォーラムの実施が求められる。 

〈プロジェクト目標の設定〉 
・ プロジェクト目標の指標 2、3 に関しては、フェーズⅠの実績を基に設定した。学校運営委員会
（COGES）からの活動実績総括表の提出を 80％とし、その前提となる活動計画（PAL）の提出率を
90％と設定した。タウア、ザンデールに関しては達成可能であるが、新たにフェーズⅡからプロジ
ェクトを開始した 6州に関しては、プロジェクト期間内での達成は困難な状況にある。今回の終了
時評価では今までの総括表、活動計画の提出状況から将来的な指標達成の見込みを評価してほし
い。 

〈見返り資金〉 
・ 2009 年 2 月以降、見返り資金の遅配による活動への影響は解消されている。国民教育省側の体制の
問題となっている。一方で資金がなくなったあと、どのように活動を継続するかといった問題は残
る。 

・ 県の視学官のモニタリング予算は国庫より州を経由せずに配布される。一方で教育指導主事のモニ
タリング予算はコモンファンドによる支払いとなっているといった情報を得ており再確認が必要。 

〈視学官の巻き込み〉 
・ 県の COGES 担当官は 90％の業務が COGES 関連であり、州の COGES 監督官は 30～50％を COGES 関連
業務に割り当てる。COGES の継続的な活動の実施のためには、視学官、指導主事といった国の行政
のプロジェクトへの関与が重要となるが、管轄校へのモニタリング等業務負荷が高いため、COOGES
関連業務への主体的な巻き込みは難しい。今後、視学官会議における啓発を強化する。 

〈活動計画表、活動実績総括表の回収状況〉 
・ 回収率はタウア、ザンデール共に 50％程度となっている。データの抜け落ちなど均一なものとなっ
ていない。一方で COGES 連合（FCC）からの活動計画表はほぼ回収できている。 

 



 －156－ 

 
日 時 2010 年 1 月 20 日（水）14:45～15:15 

場 所 マラディ州 Guidan Roumdji 視学官事務所 

面会者 視学官（表敬訪問） 

調査団 伊藤団員 

〈プロジェクトに対する評価〉 
・ プロジェクトにより教育指標を向上するための活動を実施するフレームワークを得ることができ
た。特にフォーラム・アプローチによるコミュニティ、行政、学校関係者の巻き込んだ活動により
高い効果を得ることができた。マラディ州は教育指標で最下位の州であったが、全国で 2位となれ
たのは EPT プロジェクトの成果であると考えている。 

・ 月例会議によるミーティングでの問題点、効果の共有が活動の推進に役に立っている。 
・ 関係者が COGES の有効性を確認できたことにより、キャンペーンの実施を推進している。COGES は
コミュニティと行政の橋渡しをしている。 

・ 昨年は県内で 1 万 1,000 人が入学登録を行った。これは総就学率（就学年齢の児童数）100％を超
える数値となっている。 

・ COGES の活動を更に活性化するために、優秀な COGES を表彰するなどといった活動を取り入れたい。 

 

日 時 2010 年 1 月 20 日（水）15:45～16:30 

場 所 マラディ州 Guidan Roumdji 県 El Kolta 小学校 

面会者 COGES メンバー（6名）、教員 

調査団 伊藤団員 

・ 2009 年の活動として、教室設置、机と教科書の補修（追加活動）、女生徒への補習クラス、学校祭、
女子就学についての啓発を実施した。 

・ 2009-2010 年の活動は教室設置〔15 万 2,500CFA フラン（Fcfa）〕、文具の購入(14 万 3,600Fcfa)、
校長の住居(23 万 9,500Fcfa)、女生徒への補習クラス(18 万 6,000Fcfa)への支援を予定している。 

・ FCC とのミーティングは有用である。グッドプラクティスを共有することができる。 
・ 2009 年度にはマラディ州内の 36 校で女子就学などを支援しているカナダの NGO（Tatlali)からの
活動予算の支援を受けた。 

・ 2008-2009 年の生徒数は 353 名（女児 166）であり、キャンペーンの結果、女子の登録数が大幅に
増加した。新任の校長は過去の学校の統計データを把握していない。 

・ 問題点としては地域の貧困、学力が低い生徒に対する補習の効果が上がらないことなどが挙げられ
る。全 353 名の生徒のうち 55 名は COGES の分担金を支払うことができない家庭の子どもである。 

・ COGES が設立されることで、学校が抱えていた問題点を親と共に解決できるようになった。生徒の
親の感心が高まることで、学力向上などインパクトが生まれている。 

 

日 時 2010 年 1 月 20 日（水）17:30～18:30 

場 所 マラディ州国民教育事務所（DREN） 

面会者 マラディ州 DREN、視学官 

調査団 伊藤団員 

〈プロジェクトの評価〉 
・ ニジェールは独立以降多くの予算を教育セクターに投入したが、成果を出すことができなかった。
EPT は国家が管轄する学校を「学校はコミュニティのもの」「子どもたちはコミュニティで育てる」
といった新しいパラダイムの変換により学校運営改善に成功している。 
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〈推進要因〉 
・ 生徒の親への啓発が、プロジェクトの効果の発現につながった。 
・ 以前から父母会などの組織があったが、伝統的リーダー、地域の有力者もしくはその家族が代表者
となるケースが多く住民のオーナーシップを引き出すことができなかった。民主的な選挙の導入は
コミュニティのオーナーシップの向上に貢献している。 

〈FCC の機能〉 
・ FCC は機能している、月例会議でコミュニティの抱える問題を各学校単位の COGES の枠組みを超え
て共有することを可能としている。 

〈フォーラム・アプローチの有効性〉 
・ フォーラム・アプローチは高い成果を上げた。マラディ州は多くの教育指標が最下位であったが、
昨年の女子就学フォーラムの実施により、女子入学登録率が 40％→46％と 1年間で大きく向上し、
全国で 2位となった。成果が顕在化することで、関係者のモチベーションが大きく向上した。 

・ 女子の就学率を引き上げた要因のひとつに事前入学登録を実施したことが挙げられる。事前に就学
数を把握することで COGES が登録を行っていない家庭に対して、啓発をすることができる。学校も
入学予定人数が事前に把握できるため、教員の配置、教室の設置等の対応が可能となる。 

・ フォーラムの促進要因は住民、教育行政、地域行政からコミットメントを引き出すことができたた
めである。 

・ フォーラムでの決議を FCC、COGES が住民にフィードバックすることが重要である。フィードバッ
クのプロセスを保証するのが COGES 担当官なので、彼らの役割は大きい。 

〈阻害要因〉 
・ 生徒数の急速な増加により、教室、教員が足りないといった状況も発生しているが、2部制の導入、
コミュニティからの補助教員の採用等により対応している。 

・ 視学官のモニタリング経費が遅配している。昨年は特にひどく、四半期ごとの支給が年 3回となり、
交通費（ガソリン代）が不足した。 

・ 住民が分担金を支払うことが困難な地域が存在する。コミュニティの貧困は GOGES の活動を制限し
ている。 

 

日 時 2010 年 1 月 21 日（木）10:00～10:45 

場 所 Tessaoua 視学官事務所 

面会者 Tessaoua COGES 連合（FCC）：事務局長、副事務局長、会計担当、書記官、女子就学推進
担当 

調査団 國枝専門家、伊藤団員 

〈実施体制〉 
・ 加盟 COGES 数は 84 であるが、管轄地域には 95 校の小学校があり、今後設立研修を行うことで残り
の学校についても加盟をめざす。 

・ プロジェクトは地域の教育課題を解決することで多くのインパクトを出している。COGES は学校と
住民を結びつける役割があり、住民に対する教育の理解の促進に貢献している。 

・ 2009 年 4 月に実施された女子就学フォーラムにより、女子の就学数が 2倍程度となる地域も確認さ
れた。女子の教育は早婚、衛生、栄養改善に大きく貢献できる。 

・ 活動計画表、総括表が提出されていない COGES もあるが、提出が遅れており今後回収可能である。
また、計画策定研修を受講していない COGES もあり、研修の受講により活動計画が提出されない場
合もある。研修を実施したが、校長が交代した場合や、COGES メンバーの契約教員が計画を策定で
きないといったケースがあり、その場合、アドバイスを行う。 



 －158－ 

・ 活動が計画どおり実施される COGES とそうでない COGES の差は、関係者のコミットメント、校長の
意識の違いなどが挙げられる。 

・ 84 の COGES のうち、75 から分担金を徴収した。残りの COGES からは次回の総会で徴収する。 
・ COGES からの分担金のみでなく、地方政府、議会からの支援も受けている。 
・ 各 COGES から年会費として 5,000Fcfa 徴収するが、交通費、キャンペーンを実施する費用が不足し
ている。キャンペーンは地方政府などの支援を受けて実施する計画。また、総会を行うための適切
な会議室がない。 

〈近隣フランス語諸国へのインパクト〉 
・ ブルキナファソ、マリ、セネガルで研修をした経験から COGES のモデルは普及可能であると考えて
いる。COGES モデルの普及は、地方分権化が進むほど容易になるため、地方自治体がニジェールよ
りも強いマリでは、進展すると思う。 

 

日 時 2010 年 1 月 21 日（木）11:00～11:15 

場 所 マラディ州 Tessaoua 視学官事務所 

面会者 視学官（表敬訪問） 

調査団 國枝専門家、伊藤団員 

〈プロジェクトに対する評価〉 
・ プロジェクトは女子就学、試験の合格率に大きく貢献した。特に FCC が機能することで各 COGES へ
のモニタリングが可能となり活動を推進している。 

・ 月例会議による問題点、成果の共有が有効である。 
・ フォーラムの実施により、多くの学校で事前入学登録が実施できるようになった。 

 

日 時 2010 年 1 月 21 日（木）11:30～12:30 

場 所 マラディ州 Aguie 県 Tchadoua 小学校 

面会者 Tchadoua COGES 連合（FCC）：事務局長、副事務局長、会計担当、書記官、女子就学推進
担当、メンバー 

調査団 國枝専門家、伊藤団員 

・ 加盟 COGES 数：69 
・ 今年の活動計画として、9 回のミーティング（総会：3 回、定期会合 6 回）及び女子就学キャンペ
ーンの活動の実施を計画している。 

・ 前回実施した女子就学キャンペーンにより女子の就学率が向上することで、早婚の減少、生活の改
善などのインパクトがあった。 

・ 地方政府、議会からの資金援助を受けている。COGES からの年会費として 3,500Fcfa 徴収している
が、実際に会費を払っている COGES は 38/69 にとどまっている。2 月に実施される総会で年会費を
徴収する計画である。一方で他のパートナー（地方政府、企業、個人）からの支援を期待している。
昨年のキャンペーンでは、実施のための経費を COGES からの会費から負担した。一方で車両は視学
官事務所から貸与してもらい、ガソリン、運転手については FCC が負担した。 

・ 活動を計画どおり実施するためには、COGES の会費のみでは困難な状況であり、会費の値上げを提
案したが、総会で否認された経緯がある。 

・ 総会の開催場所、レポート作成のための OA 機器、交通手段、活動実施予算、メンバーの研修機会
の不足が今後の課題であり、支援をお願いしたい。 
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・ FCC には各 COGES からの問題解決のための手段が蓄積される。女子の就学に関して同様の問題が起
きている COGES の経験を用いて、FCC があるコミュニティの問題を解決した事例がある。 

 

日 時 2010 年 1 月 21 日（木）12:30～13:00 

場 所 マラディ州 Aguie 県 Zabon Mousso 小学校 

面会者 COGES メンバー（7名）、村長 

調査団 國枝専門家、伊藤団員 

・ 生徒数：330 名（女子 138 名）、教員数：7名（契約教員 6名） 
・ キャンペーン実施の結果、昨年就学したグレード 1では女子 47 名、男子 22 名と女生徒の方が多く
なっている。2007-2008 年の女生徒の数は 68 名/298 名、一方で 2009-2010 年は 138 名/330 名と女
生徒が 2倍程度増加した。 

・ 分担金を支払うことができない家族があるが、食料、労働力の提供を代わりに行っている。 
・ 今年の活動として、女子就学キャンペーン、教材・文具の購入、飲料水の整備を計画している。昨
年は教室（わらぶき）の設置、教員研修の支援、補修の支援、試験実施の支援を行った。 

・ 現在、教室建設（ブロック）を継続して実施している。 
〈コミュニティ幼稚園〉 
・ COGES によりコミュニティ幼稚園を 2010 年 1 月より開始した。園児数は 70 名（女子 34 名）となっ
ている。女性のための識字教育の教室（わらぶき）を午前中に幼稚園として使用している。JICA、
国連児童基金（UNICEF）等からの支援はなく、COGES が教員の給与を負担している。 

・ 幼稚園児を優先的に小学校へ入学させる措置をとる。知識の習得、子どもの保護の点からも親のニ
ーズが高い。 

 

日 時 2010 年 1 月 21 日（木）16:00～16:40 

場 所 マラディ州 DREN 事務所 

面会者 マラディ州 COGES 監督官、COGES 担当官（Dakoro 県、Guidan Roumdji 県、Tibiri Gobir
県） 

調査団 國枝専門家、伊藤団員 

〈プロジェクトの評価〉 
・ プロジェクトは住民、教育行政、地方行政のコミットメントを得ることで教育へのアクセス、質の
面で貢献した。特に女子の就学率に関して、2010 年の時点で 77％と他の州と比較しても高い成果
を得ることができた。また、生徒が修了試験を受けるための費用負担などを行うことで、修了者数
の改善にも貢献している。 

〈推進要因〉 
・ FCC は組織されたばかりであり、今後メンバーの能力強化が求められる。しかしフォーラムの実施
に中心的な役割を担っており、よく機能している。 

・ 能力が足りない COGES 担当官に対して、COGES 監督官が配置替えを行っている。また、新任の担当
官に対して他の担当官が経験を共有している。FCC、COGES の活動は県の COGES 担当官のオーナーシ
ップ、能力によるところが大きい。 

〈阻害要因〉 
・ モニタリング時の交通費、宿泊費の不足などの問題を抱えている。このような厳しい状況のなかで
も、監督官は「結果を出したら資金はあとからついてくる」といったポリシーをもって、活動に取
り組んでいる。結果を示すことで、支援を得ることが可能となる。 
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・ 昨年の農業の不作により COGES での分担金の集まりが悪く、COGES からの会費が FCC へ支払われな
いといった問題があった。 

・ 活動計画、総括表の提出は COGES のメンバー、特に校長が研修を受講しているか否かが大きな要因
となる。いくつかの学校でプロジェクトにおいて研修を受けた校長が入れ替わっている。 

・ 新任の校長へは県の COGES 担当官が研修を実施することになっている。 

  
日 時 2010 年 1 月 22 日（金）10:00～10:40 

場 所 タウア州コニ県 Malbaza 小学校 

面会者 タウア州コニ県 Malbaza FCC 全メンバー 

調査団 國枝専門家、伊藤団員 

・ 加盟 COGES 数：72 
〈プロジェクトの成果〉 
・ 以前は校長がすべての役割を担っていたが、COGES の設置により役割が共有でき、学校運営にかか
わる問題の多くを解決することができるようになった。 

・ 女子の就学率に貢献した。 
〈阻害要因〉 
・ COGES によって能力が異なる。パフォーマンスが低い COGES に対しては FCC が指導を行う。 
・ 活動計画の提出状況 

 COGES 会員数 活動表提出数 ％ 活動実施件数 

2006-2007 47 47 100 2/2 

2007-2008 52 39 75 3/3 

2008-2009 70 64 72 4/4 

2009-2010 72 70 99 2/4（2 件実施中） 

・ 活動表を提出していない 2 校については、1 校がコーラン学校、他校は校長が着任したばかりとな
っている。活動総括表の提出率 80％となっている。 

・ 2009-2010 年の実績では 17 万 8,000Fcfa が COGES からの会費、12 万 1,000Fcfa が企業などの支援
者からの徴収となっている。地域にはセメント工場及びそれにかかわる企業があり、支援を得てい
る。活動当初は支援金を得ることは困難であったが、活動計画表を企業、地方政府関係者に見せて
説得するなどの活動を行った。 

・ FCC としての活動はプロジェクトが終了したとしても続ける。成果を出した以上、後戻りすること
はない。 

・ FCC の会員である 72 の COGES のうち、2 校のコミュニティ幼稚園がある。幼稚園児は 100％小学校
に入学するため、就学率の向上に寄与している。今後も幼稚園の設置を推進する計画。 

・ 幼稚園児の親からのニーズは高い、しかし 1,000Fcfa/年支払う必要があり、支払いが困難であるた
めに入学を断念する親もいる。 

  
日 時 2010 年 1 月 22 日（金）11:00～11:40 

場 所 タウア州コニ県 Tsernaoua コミューン Tsernaoua Quartier 小学校 

面会者 Tsernaoua Quartier COGES メンバー、教員、村長 

調査団 國枝専門家、伊藤団員 
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COGES 設立：2004 年 
教員数：6 
教室数：6 
生徒数：男子 132/女子 85（2008-2009） 男子 158/女子 87（2009-2010） 
・ COGES 設立、活動計画の作成にかかわる研修が有意義であった。 
・ FCC の支援は有効である。 
・ 2008 年の計画は 100％実施済み。2010 年の計画は 50％が終了し残り（フェンス）が進行中である。 
・ 3 つの活動はすべて実施済み。追加の 2 つの活動（わらぶき教室 2 教室建設、コミュニティ幼稚園
の建設及び運営）も実施済み。 

・ 親からの負担金は家庭の状況に応じて 1,500Fcfa、と 1,000Fcfa の 2 段階を設定している。全 217
名の生徒のうち 41 名が支払うことができていない。 

・ 女子の就学の向上は、早婚、生活改善、衛生の改善に寄与する。 
・ 就学率の向上には学校のフェンスの設置が重要、学校の安全が守られることで親が安心して子ども
を学校に預けることができる。 

 

日 時 2010 年 1 月 22 日（金）12:45～13:20 

場 所 タウア州コニ県 Mounwadata コミューン Mounwadata Medersa 小学校 

面会者 Mounwadata Medersa COGES メンバー、教員、村長 

調査団 國枝専門家、伊藤団員 

COGES 設立：2004 年 
教員数：6 
教室数：6 
生徒数：男子 285/女子 261（2009-2010） 
 
活動実施実績： 

 2007-2008 2008-2009 2009-2010 

実施計画件数 6 11 7 

実績件数 6 10 5 

計画予算（Fcfa） 641,800 679,350 678,000 

徴収額(Fcfa) 635,000 612,350 635,900 

執行額(Fcfa) 635,000 612,350 510,000 

 
・ 2008-2009 年の活動で予算の不足から実施ができなかったものは、学校のフェンスの設置である。
2009-2010 年は計画 7件中、5件が実施済み。2件に関しては今後活動が計画されている。 

・ 総会において FCC からの情報共有が行われている。FCC のシステムは COGES の活動に不可欠。 
・ COGES 担当官は COGES の問題に対して適切に対処している。 
・ 子どもたちの将来のために COGES としての活動を継続したい。 
・ COGES としての優先課題はフェンスの設置。 

 

日 時 2010 年 1 月 22 日（金）15:00～16:30 

場 所 タウア州コニ県視学官事務所 

面会者 タウア州 DREN 局長、州視学官、県視学官（コニ県、レイラ県、キエタ県） 

調査団 伊藤団員 
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・ 局長として着任 1 カ月であるが、EPT のプロジェクトは以前から知っており高く評価している。教
育分野のドナーからの介入で最も有効なものである。 

・ 女子入学及び残存キャンペーンにおける住民への啓発と行政のコミットメントを引き出したこと
によって、女子就学の向上とドロップアウトを減らすことが可能となった。 

・ 視学官会議及び COGES 担当官会議の定期的な開催、コミュニティ幼稚園の設立といった成果をプロ
ジェクトは達成した。COGES が機能することで視学官の学校管理の監督にかかわる業務が軽減され
た。 

・ COGES の機能化には校長への啓発が重要。校長が交代した場合、COGES にかかわる再研修を実施す
ることが大切。 

・ 視学会議は視学官の COGES への関与の増大に寄与している。会議によって視学官のプロジェクトへ
のコミットメントを引き出した。 

・ フォーラムの成功は自治体、市長、議員、伝統的指導者の巻き込みが重要な要因。 
・ COGES の活動は州を挙げて取り組む、多くの成果を出しており、後戻りはできない。現在のところ、
中央から州へのモニタリング用の経費が遅配なく支払われている。 

・ 県視学官へのモニタリング経費は州から分配される。2008 年には中央のコモンバスケットから指導
主事用のモニタリング経費が支払われたが、あくまで一時的な措置に過ぎず、現在は州から支払わ
れている。 

・ 教員によるストライキはプロジェクトの直接的な活動に影響を与えてはいない。一方で授業時間が
短くなることで教育の質には影響する。 

・ 車両は継続的に整備される必要がある。以前 EPT から供与された車両の修理をお願いしたい。 

 

日 時 2010 年 1 月 22 日（金）16:30～17:30 

場 所 タウア州コニ県視学官事務所 

面会者 タウア州 COGES 監督官、コニ県＆モルバザ県 COGES 担当官 

調査団 伊藤団員 

・ 2003 年フェーズⅠの当初から COGES 監督官としてプロジェクトに携わっている。プロジェクトによ
ってタウア州の教育指標は大きく改善した。特に女子就学の改善にプロジェクトは貢献している。 

・ 2008 年は女子就学向上のためのフォーラムを実施した。一方で 2009 年は入学した生徒の在籍率の
向上フォーラムを実施した。2009 年のキャンペーンにおいても啓発や事前入学登録を実施したが、
より在籍率の向上に焦点を当てた活動となっている。成果を測定するためにグレード 1とグレード
6の年初、修了時の生徒数の比較を行った。 

・ 半年に 1度、ニアメにおいて他州への経験共有セミナーを実施しており、タウアでの活動内容が共
有されている。 

・ COGES 担当官へのモニタリングは月例会議を通じて行う。月例会議では、COGES 活動の評価、問題
解決を議論する。FCC の会費の徴収にかかわる問題などについて月例会議を通して議論し、解決策
を検討している。 

・ フォーラムを県レベルでも実施したい。州レベルの問題は必ずしも県レベルでの課題であるといえ
ない。また、県レベルでの自治体、伝統的リーダーなどの関係者のプロジェクトへの巻き込みが可
能となり、活動がより効果的に実施可能となる。 

・ 2009 年にモルバザ県とコニ県が分割された。もともとモルバザ県側のオーナーシップが高かったこ
ともあり、分割後、一時的にコニ県の女子就学にかかわる指標が低下した。 

・ 地域によってフォーラムの成果は限定される。遊牧民が多い北部での啓発活動は困難である。 
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・ 総括表の提出ができない理由として、地域によっては雨が降る農耕期に総会を開催できないケース
があり、総括表が回収できないといった状況が生じている。 

・ 活動は COGES へのモニタリングにとどまらず、FCC、COGES から問題が発生した際に呼び出しがかか
る。このような状況への対応として交通費の不足といった問題が常にあるが、プロジェクトの支援
により活動が継続されている。今後もプロジェクトの継続を期待している。 

・ 多くのコミュニティ幼稚園が設立されたことで満足している。コミュニティ幼稚園の普及が、初等
教育の就学率の改善に貢献している。 

・ コミュニティ幼稚園の教員には、住民からの徴収金により、およそ 3 万 Fcfa/月支払っている。教
員となる条件として中卒があり、校長の妻が採用されるケースも多い。 

 

日 時 2010 年 1 月 22 日（金）19:00～21:00 

場 所 タウアのホテル 

面会者 青年海外協力隊員（村落開発） 

調査団 國枝専門家、伊藤団員 

〈APP 活動の状況〉 
・ COGES を活用した生産実習活動（APP）を前任者から引き継いだ。14 校を対象としているが、定期
的に APP が実施されている学校は 1校のみである。この 1校では家庭菜園が行われている。 

・ APP の活動や機能する COGES は校長のやる気に左右されていると思われる。 
・ 治安上の制約もあり、活動地域が限定されている。 
・ 学校レベルでの COGES 会合にも参加するが、議論が盛り上がる COGES、議論が行われず、一部のメ
ンバーが会議を取り仕切る COGES など COGES 間に違いが見られる。 

・ APP 活動を始めるにあったって、COGES 担当官と各学校を巡回した。担当官はとても積極的に活動
に取り組んでいる。一方で担当官としての本来業務が忙しく、APP 活動まで手が回らないのが現状
である。 

 

日 時 2010 年 1 月 23 日（土）9:00～9:40 

場 所 タウア州コニ県 Allela 村役場 

面会者 Allela FCC メンバー 

調査団 國枝専門家、伊藤団員 

・ 加盟 COGES 数：41、うち 6校が新たに新設されたため、活動計画策定のための研修をまだ受講して
いない。1カ所のコミュニティ幼稚園が設立されている。 

・ 活動計画は新設校以外の COGES からすべて回収済み。総括表に関しては、活動が完了していない
COGES からは提出されていない。 

・ FCC の活動がすべて実施されていない要因としては、①COGES からの会費の徴収が遅れている。ま
たは総量が不足している。②テーマ課題への活動が優先される。③昨年は不作により活動資金の徴
収ができないなどである。 

・ 会費は COGES 当たり 6,250Fcfa 徴収しており、新設の学校も含めてすべて一律の料金となっている
（COGES 監督官より徴収金額が高いとの指摘あり）。 

・ COGES からの会費以外に、地方政府、フランスの NGO（Rail、県内 6校を対象に教室、教具の支援）
及び視学官事務所等からの支援を受けた。70％が会費で 30％が支援者（パートナー）からの徴収と
なっている。 
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・ 女子就学フォーラムによる住民への啓発に関して、いまだに女子の就学に理解を示さない母親は多
い。理由として女児を学校にやるより、家事、農作業に使いたいといった希望をもっている。 

・ 管轄している学校では、キャンペーンの結果、女子就学率が 15％から 36.7％と向上した。 

 

日 時 2010 年 1 月 25 日（月）13：00～14：45 

場 所 三浦専門家宅 

面会者 三浦専門家 

調査団 伊藤団員 

・ オーナーシップや能力の向上のためにフォーラムを行う必要がある。関係者が自らの問題を確認
し、それぞれの活動をコミットし、執拗にモニタリングを実施することで、能力の向上に寄与する。 

・ フォーラムの結果は FCC を通してモニタリングする。成果を確認することができないとその必要性
が理解されない。 

・ マラディでは昨年初めてフォーラムが実施された。初年度は盛り上がりを見せるが、タウアのよう
に結果が停滞または低下するのが通常である。この下げ率を 70％程度で維持することが課題である
が、ここでもモニタリングが重要となる。 

・ 活動が通常業務として実施されるようになるまで、3～4年ぐらいはモニタリングの継続による成果
の管理が必要。COGES の機能は校長の能力、オーナーシップによるところが大きい。したがってモ
ニタリングは校長に影響力のある視学官が実施する必要がある。COGES 担当官は地位が低く、FCC
を管理できないケースもある。 

・ FCC は情報の共有、キャンペーンの効果的な実施、パートナーシップの構築のために重要な役割を
もつ。 

・ フォーラムは実施可能性の高い州から優先的に実施し、結果を示す必要があった。 
・ ザンデールでは成績向上にかかわるフォーラムを実施した。女子就学に問題があるが、関係者が成
績向上を取り上げた。 

・ フォーラムに関して、州レベルのニジェール側関係者のオーナーシップが高く、日本人専門家の関
与が減っている。他州の活動を見て、その上をめざした努力が州間で行われている。州によっては、
フォーラム参加者の宿を自ら手配するなどの自主的な活動も観察された。 

・ ドッソでのフォーラムは独自のテーマである中退率の低下が設定され、成果が確認された。 
・ ニアメは他州と状況が異なり、COGES メンバーである住民代表に地位の高い人物が含まれる場合が
多い。また、分担金が多く集まるだけに、政治的な問題が発生するケースがある。女性教員が多く、
産休などの人事の変更が生じやすい。 

・ 世銀との連携に関して、外部から予算を調達する場合、十分に準備期間を設ける必要がある。また、
COGES の設置にかかわる研修など活動の根本にかかわる活動での連携は避けるべき。プロジェクト
終了後の出口戦略として外部の予算を活用する。プロジェクトの計画段階で世銀の調達に関する認
識が必要であった。 

・ COGES を活性化させるには、校長への影響力をもつ視学官ラインと住民への啓発を行う FCC との双
方の能力が強化される必要がある。 

・ 自立発展を考慮すると、視学官の巻き込みが不可欠である。一方で視学官のモニタリング費用が出
せないといった問題もあるが、現場で結果を出して、活動の有効性について既成事実を積み重ねる
必要があると考える。また、視学官への COGES についての研修の必要性がある。教員養成、視学官
養成研修に COGES に関する内容を盛り込む必要があると考える。 

・ 中間レビュー以降、プロジェクト内のコミュニケーションの促進のため月 1回のミーティングを実
施するようにしている。 
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・ 大統領再選に関して、今後動きがある。選挙のやり直しに関して、欧州連合（EU）は 3月初旬を期
限として、援助の停止を行う可能性がある。一方で大統領が代われば大臣が入れ替わる可能性があ
り、大幅な人事の変更が想定される。幸いプロジェクトは州に重点を置いているため、影響が少な
いと思われる。 

 

日 時 2010 年 1 月 25 日（月）15：00～16：00 

場 所 EPT プロジェクト事務所 

面会者 ONEN(NGO)スタッフ Ibo Issa 氏 

調査団 伊藤団員 

・ ニジェールでは住民参加のプロジェクトが保健、水分野などで多く実施されているが、どれも失敗
している。EPT が成功した理由は、民主的選挙を取り入れたことにある。 

・ 識字率の低い住民に対して、絵を用いた啓発、ロールプレイなどを用いることで分かりやすい研修
が実施された。 

・ FCC は設立されたばかりであり、その能力強化の必要性を感じている。FCC を対象とした研修を実
施する必要がある。 

・ タウアではフォーラムが実施されたにもかかわらず教育指標が低下した理由は、局長に問題があ
り、ストライキが多発した。また、タウアは教員養成校のキャパシティが 300 名と他州に比べ低い。
700 名の教員需要があったが、多くの教員が他州から採用され、地元で採用されなかったモチベー
ションが低い教員が多い。 

・ 総会の質の向上のためには、その機会を利用して COGES 担当官への研修を実施する必要がある。 
・ 過去にマリ、ブルキナファソの EPT の講師として参加した。他国へニジェールの経験を伝えること
ができることにやりがいを感じる。一方でそれぞれの国に異なる状況があり、全く同じアプローチ
は使えない。 

・ プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）指標は高く設定されているが、終了までに達成可
能なレベルであると考える。 

 

日 時 2010 年 1 月 26 日（火）10:00～10:30 

場 所 EPT プロジェクト事務所 

面会者 近藤専門家 

調査団 伊藤団員 

・ 視学官会議がフォーラムを実施した州で始められた。ドッソではフォーラム後の会議が開催されな
い、情報の共有がなされないなどの問題も発生している。 

・ 会議の開催予定が変更になるケースが多い。1つの会議がずれると他の会議を調整する必要があり、
この調整業務に追われている。 

・ モニタリングの機能を視学官にもたせる動きがあるが、もともとその予算確保が困難であったため
FCC によるモニタリングの実施を推進した経緯があり、視学官に戻したときに機能するかは分から
ない。 

・ PDM での COGES の記述が少なくなった。政策的に重視されているのか分からない。COGES 推進室は、
もともと基礎教育総局の一部署であったが、最近次官（SG）の直轄となった。 

・ 住民にポテンシャルがあり、いかにそれを引き出せるかがカギとなる。民主的選挙、成果の顕在化
で住民の参加が促進される。 
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日 時 2010 年 2 月 1日（月）8:00～8:50 

場 所 JICA ニジェール事務所 

面会者 三浦専門家、國枝専門家、近藤専門家、西本所長、金田所員 

調査団 原団長、梅宮団員、丸山団員、伊藤団員 

要旨：終了時評価ミニッツ（M/M）の概要説明に基づき、プロジェクト側の意見について聴取を行った。 
・ 視学官は現在各県に 2～3名配置されているが、今後国民教育省による人員増加が見込まれている。
現在教育省がその役割を検討中。 

・ コミュニティ幼稚園について小学校の指導主事によるモニタリングを提案している。 
・ EU による財政支援が停止すると、視学官、指導主事及び教員への給与の支払いが遅配もしくは停止
すると考えられる。その結果、プロジェクトへの影響は避けられない状況にあるといえる。 

・ ディッファ州での成功要因は、視学官が COGES に対して学校計画表及び総括表の提出を丹念に呼び
かけている点である。 

・ 視学官及び指導主事に対する能力開発が必要となる。視学官会議の開催にはその予算の確保に難点
があるのが現状である。 

・ SNV（オランダの NGO）の活動が現時点で停止している。その原因はオランダ国内における財政悪化
であるという。 

・ 見返り資金については、ドッソ州において使い込みが懸念されており注意が必要。 

 

日 時 2010 年 2 月 1日（月）9:00～9:50 

場 所 SNV 事務所会議室 

面会者 William Stringfellow 氏、Mainassara Chekaraou 氏 

調査団 原団長、梅宮団員、金田所員、Abdou Moussa 所員、丸山団員 

要旨：みんなの学校に対する終了時評価の概要説明を行い、SNV との連携の可能性及び SNV の今後の活
動について意見交換を行った。 
・ SNVの財政問題については、オランダ本国での財政状況の悪化が原因ではない。2009年度に予算執行が
計画よりも多かったために、プロジェクト等実施を先送りした。すなわち、予算計画の問題であった。 

・ SNV と JICA はニジェールの開発において同じ方向性・目的を有している。SNV はみんなの学校をは
じめ、その取り組みを高く評価している。例えば、みんなの学校におけるフォーラム・アプローチ
を通じた女子就学率の改善や教育の質の改善は、SNV としても関心をもっている。 

・ SNV はタウアやザンデールなどにフィールドオフィスを構えている。SNV は教育や保健、農業開発
（家畜等）などの専門家を有している。 

・ JICA と同じく、アカウンタビリティの観点から投入に対する効果・成果の検証が SNV の現在の課題
となっている。JICA との連携に関しても、その連携効果をいかに計測するかという点をどのように
解決するかを考えていきたい。例えば、JICA と UNICEF との連携により、コミュニティ幼稚園の園
児数が 1万人を超えたが、そのような具体的な指標の改善が効果として計測できるのならば望まし
いと考えている。 

・ SNV は政府機関ではなく、NGO である。したがって、EU による援助の停止があったとしても SNV が
活動を停止することは特に考えていない。 

・ SNV の問題意識は、ニジェールの政治体制だけでなく、2004/2005 年よりも深刻なものとなると予
想される食糧不足問題に対して危機感をもっている。SNV は人道援助機関ではないため食料の配布
等は行えないが、食糧不足はプロジェクトの活動にも影響を与えると考えられる。ニジェール政府
は食糧問題を解決するための具体的な政策を決定していないが、近い将来その問題が顕在化するこ
とは間違いないと考えている。  
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日 時 2010 年 2 月 1日（月）10:10～11:00 

場 所 UNICEF 事務所会議室 

面会者 Dominique Tallet Brasseur 氏 

調査団 原団長、梅宮団員、金田所員、Abdou Moussa 所員、丸山団員 

要旨：UNICEF との連携によるコミュニティ幼稚園、ニジェールの政治状況に関する UNICEF の活動への
影響について情報収集を行った。 
・ EPT に対する UNICEF の評価は非常に高い。EPT が教育の質と量（例えば、女子就学数の増加）の改
善に果たした役割だけでなく、JICA と UNICEF が連携して展開しているコミュニティ幼稚園は大き
なインパクトをコミュニティに対して与えているといえる。 

・ ニジェールにおける JICA と UNICEF の連携は互いの特徴を生かしあった連携であり、他国と比べて
も良い事例である。 

・ コミュニティ幼稚園の実施・展開にあたっては、教員の給与問題、ニジェール全体の財政問題、地
方分権化の影響等が懸念事項である。特に教員給与について、政府による支払いが検討されている
が懸念している。つまり、現在コミュニティ幼稚園では、当該コミュニティの出身者を教員にして
いるが、政府雇用になると他地域から配置されることになり、コミュニティによる運営・支援とい
う利点が失われる可能性がある。むしろ政府は COGES か COGES 連合に対して、コミュニティの教員
に給与が払えるよう資金を提供すべき。 

・ 就学前教員を全国に普及するための戦略が必要である。 
・ UNICEF の支援の今後の方向性は大きく分けて 2 つある。前者は学校運営改善、もう 1 つは
Child-Friendly-School である。 

・ 現在のニジェールの政治状況が UNICEF に与える影響はほとんどないと考えている。財政支援はリ
スクがあるがプロジェクト支援は継続可能。特に教育分野に関しては、他のドナーの状況にかかわ
らず、プロジェクトの実施を中止することは考えていない。 

 

日 時 2010 年 2 月 1日（月）12:00～12:40 

場 所 国民教育省会議室 

面会者 国民教育省大臣 

調査団 原団長、梅宮団員、丸山団員、西本所長、金田所員、伊藤団員 

要旨：プロジェクトより、プロジェクト終了後の資金の調達、フォーラムの制度化、モニタリングにお
ける視学官の役割について、大臣からの意見を聴取した。 
・ 視学官への能力強化のための研修はプロジェクトの継続に不可欠であり有効な手段である。研修計
画を策定したい。 

・ フォーラムの有効性は明白である。実際に、フォーラム実施後、女子の入学率が 100％に達した例
もあり、財務省にその有効性を示して、国民教育省が予算を確保することは、それほど難しいこと
ではない。今後、どのくらいの頻度でフォーラムを行うのか等をその州の需要に沿って決めていく
必要がある。また、地方分権に伴い州の予算が昨年に比べて、2 倍程度増加していることからみて
も、地方自治体の協力の下、フォーラムを実施していく方向性も考えられる。 

・ COGES の機能度はそれぞれ異なる。機能しない理由として、従来存在した保護者会の反発、教員の
反発、COGES の能力の不足が挙げられる。 

・ 保護者会は、一般的にはコミュニティの伝統的なリーダーが長を担っていた。COGES により、これ
らの保護者会のリーダーが疎外感を感じており反対が見られた。しかし現在では、彼らの多くが
COGES の役割を理解している。 

 



 －168－ 

・ 教員に関しては、彼らの出席、パフォーマンスをモニターするなど、COGES に管理されるという危
惧から、COGES を良く思わない教員組合が多い。教員組合が COGES を受け入れるには時間が必要。 

・ COGES の更なる能力強化が必要。能力が強化され COGES が結果を出すことで、父母、教員の意識改
革が可能となる。 

・ モニタリングに関しては、教育省の視学官のラインがモニタリングに関与する必要がある。現場レ
ベルでは既に、視学官による COGES へのモニタリングが実施されている。視学官によるモニタリン
グと COGES 監督官、COGES 担当官によるモニタリングの統一については、調査団より具体的な案を
出していきたい。（調査団） 

 

日 時 2010 年 2 月 1日（月）12:50～13:15 

場 所 国民教育省 

面会者 国民教育省次官補 

調査団 原団長、梅宮団員、丸山団員、金田所員、伊藤団員 

・ ザンデールでのコミュニティ幼稚園のワークショップに参加した。コミュニティ幼稚園に関して
は、そのモニタリング体制が不足していることは認識している。国民教育省がモニタリング戦略を
策定する必要がある。 

・ コミュニティ幼稚園の教員の給与は、コミュニティからの献金で賄われており、全国普及等の際に
制度化すると、教員の配置、予算の不足など多くの問題が生じ、住民のニーズに沿った運営ができ
ない。 

・ COGES メンバーの能力強化が重要である。教育行政を地方分権するうえでの不可欠な課題となって
いる。 

・ 各コミューンが活動計画（Action Plan）をもつ必要がある。その実施を COGES が行う。 
・ 視学官を活動に巻き込む必要があることはプロジェクトの開始時から考えていたことである。視学
官のラインに対して資金を投入する必要がある。 

 

日 時 2010 年 2 月 1日（月）15:15～15:40 

場 所 フランス開発庁（AFD） 

面会者 Chargee de Mission Celine Demagny 氏 

調査団 原団長、梅宮団員、丸山団員、伊藤団員 

・ 現在の政治状況を受けてドイツ、スウェーデン国際協力開発庁（SIDA）、英国、ルクセンブルクな
どのドナーはコモンファンドへの資金供与を一時停止するなどしている。EU も財政支援を一時停止
している。 

・ AFD については、フランス政府からまだ対応方針について特に指示などは来ておらず従来どおり。
教育分野の協力については継続していく予定。 

・ 現在、「PADEN」プロジェクトと「EBN（Basic Education Project）」プロジェクトの 2 案件を実施
中。PADEN はプロジェクト型協力とコモンファンドへの拠出の 2本立て。2005 年からこれまでに 650
万ユーロの支援を行っている。 

・ 教員給与は、EU による財政支援からではなく、国民教育省独自の予算から支出されている（したが
って EU が本格的に財政支援を停止することになっても、即、給与の支払いがストップすることに
はならない）。 

・ 援助再開の条件としては、複数の指標・条件が設定され、これらが満たされたら再開ということに
なるだろう。 
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・ AFD は 2008 年までドナーコミュニティのリーダー（ドナーの取りまとめ役）であったが、2008 年
から世銀がこの役を担っている。 

・ （当方から、AFD と JICA の幹部が昨年の協議に続き 2月にパリで協議をもち、本 EPT プロジェクト
により開発されたCOGESモデルの展開における両者の連携可能性などを議論する予定であることに
ついて情報共有）。 

 

日 時 2010 年 2 月 1日（月）16:00～16:30 

場 所 世界銀行 

面会者 Education Specialist Adama Ouedraogo 氏 

調査団 原団長、梅宮団員、丸山団員、伊藤団員 
・ 現在の政治状況を受けての世界銀行の対応について、世界銀行は Political Institution ではない
ので、現在の政治状況を受けて援助を取りやめるといったことはない。 

・ 現行の基礎教育開発支援プロジェクト（PADEB）の終了後に、4年間で 3,000 万ドルのプロジェクト
を計画している。Fast Track Initiative（FTI）が初等教育に焦点を当てていることもあり、同プ
ロジェクトは初等教育後の教育（Post-primary）や職業訓練などを視野に入れる予定。 

・ また、この 2つのプロジェクトをつなぐブリッジ（パイプライン）の支援として 800 万ドルのプロ
ジェクトを計画中。 

・ 世界銀行が行っていた School-based management のインパクト評価調査については中止した。 
・ 2004～2005 年から FTI の下で 1,600 万ドルの資金供与がなされているが、政府の吸収・予算執行能
力が低く、多くが残っている状態である。 

 

日 時 2010 年 2 月 2日（火）8:20～9:30 

場 所 ニアメ第 4区サヘル小学校 

面会者 ニアメ第 4区 COGES 連合メンバー 

調査団 原団長、梅宮団員、伊藤団員、丸山団員 
・ 傘下の 89の COGES のうち COGES 連合のメンバーフィーの支払いがなされたのは 47 の COGES で、一
部支払いが停滞している。 

・ 個々の COGES に運営指導のための訪問を行い問題分析を行っている。80％以上の COGES が機能して
いる。活動計画が策定、承認され実施されているかどうかが、機能しているかどうかの判断基準。 

・ COGES の成果は例えばフェンスを作るなど目に見えるものが多いのに対して、COGES 連合の成果は
目に見えにくいので、透明性を確保することが重要。 

・ COGES 連合は、コミューンと学校のインターフェースである。コミューンの代表者もときどき COGES
連合の会合に参加している。 

・ 他の COGES 連合が総会に参加することもある。また COGES 担当官を通じて情報を得ている。 

 

日 時 2010 年 2 月 2日（火）9:40～10:50 

場 所 ニアメ第 3区アミティエ小学校 

面会者 ニアメ第 3区 COGES 連合メンバー 

調査団 原団長、梅宮団員、伊藤団員、丸山団員 

・ 傘下に 55 の小学校、35の幼稚園、22 のフレンチ・アラビック学校がある。 
・ COGES からの支払いが増えている理由は、COGES 連合に対する信頼感や活動の透明性が向上したか
らであると考えられる。「教育は子どもの将来と福祉、ひいては国の開発に貢献する」というミッ
ションが理解されたことにより信頼感が醸成されている。 
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・ 学校活動計画の回収率は 93％と高い。 
・ COGES 連合のためのオフィススペースがないことが課題である。 
・ 当初フレンチ・アラビック学校で活動計画を提出したのは 22 校のうち 6 校のみであったが研修の
あとは 20 校が提出している。 

・ 第 1回総会への参加者数は 225 名。 

 

日 時 2010 年 2 月 2日（火）11:10～11:50 

場 所 ニアメ第 1区ヤンタラ第 3小学校 

面会者 ヤンタラ第 3小学校 COGES メンバー 

調査団 原団長、梅宮団員、伊藤団員、丸山団員 

・ COGES の導入によって、生徒の学習時間が増加するなどの効果がみられた。また、資金の流れに透
明性が出るなど、住民の学校に対する信頼感の醸成に大きく貢献しているといえる。 

・ 女子生徒が多く就学している。COGES 活動を通じて、学校への理解度が高まったことがその要因で
あると考えている。 

・ COGES により教科書が増え、教室が増えたことで教育環境が改善されている。6教室が改築され、1
クラス当たり 58 名から 28 名まで改善された。 

・ COGES 連合は、モニタリングと問題の解決に役立っている。 
・ 家に教科書を持ち帰るようになり、家庭での学習時間も増えている。 

 

日 時 2010 年 2 月 2日（火）13:45～14:30 

場 所 ニアメ Haussatche 小学校 

面会者 ニアメ Haussatche 小学校 COGES メンバー 

調査団 原団長、梅宮団員、伊藤団員、丸山団員 

・ COGES 設立以前は contribution の行方が不明であったが、現在は何に使われているかが分かる。 
・ 女子の就学促進のための最善の方法は母親に対する啓発活動である。学校に行くことで早い時期の
結婚を避けることができる。 

 

日 時 2010 年 2 月 2日（火）14:50～15:50 

場 所 ニアメ特別州 州国民教育事務所 

面会者 州国民教育局長 

調査団 原団長、梅宮団員、伊藤団員、丸山団員 

・ COGES の導入により、コミュニティのオーナーシップが向上するなど、その効果は大きいと考えて
いる。 

・ COGES の設立前後の変化としては、教員の変化（責任感の向上、態度の変容）、親の意識変容、学校
活動への参画などがあり、望ましい効果がみられる。 

・ また、教育統計の改善もみられる。例えば、就学率の向上や教育の質の向上が数値の面から確認で
きている。 

 

日 時 2010 年 2 月 3日（水）8:30～9:40 

場 所 ハムダライ・カルティエ（地区） 

面会者 ティラベリ州、ハムダライ地区 COGES 連合メンバー 

調査団 原団長、梅宮団員、伊藤団員、丸山団員 
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・ COGES 連合は COGES の意見交換の場として機能している。 
・ ローカル COGES に対して、新しい年度（School Year）が開始する前に学校活動計画の作成・提出
を、レターを通じて呼びかけている。 

・ 総括表（bilan）は、所属 64COGES のうち 24 の COGES から提出があった。提出する COGES の数が少
ない理由は、COGES 連合からローカル COGES への伝達の遅れであると考えている。 

・ COGES 連合の総会（AG）にはほとんどすべての COGES が参加しているが、一部の COGES は距離が遠
いため総会に参加することができなかった（第 1回は欠席なし。第 2回は 1 つの COGES、第 3 回は
2つの COGES が欠席）。 

・ フォーラムの方針を受け、女子就学の促進キャンペーンを行った。51 の学校を訪問。新しい学年が
始まっていないので、キャンペーンの効果を確認できてはいない。 

・ 40 の COGES がメンバーフィーを支払っている。 

 

日 時 2010 年 2 月 3日（水）10:00～10:50 

場 所 ティラベリ州、ハムダライ・カルティエ（地区）小学校の COGES 

面会者 ハムダライ・カルティエ小学校の COGES メンバー 

調査団 原団長、梅宮団員、伊藤団員、丸山団員 

・ 学校活動計画では 6つの活動を実施した〔教室建設、男女別トイレ、移動式黒板、教具、勉強道具
（ノートなど）、教材（教科書など）〕。しかし、教室の質の低さは依然として課題である。 

・ 2008 年の COGES 設立後の効果としては、生徒数（就学者数）の増加（154 名から 222 名に）と教員
の増加（1名から 10 名に）が挙げられる。 

・ COGES 運営にあたり大きな問題はない。 
・ COGES 連合からはさまざまにサポートを受けている。具体的には、COGES の運営に係る有益な情報
の提供及び経験の共有である。 

・ COGES 担当官からのサポートについては、sensitization 及び COGES 運営に係る技術的な支援を中
心に受けている。 

 

日 時 2010 年 2 月 3日（水）11:10～11:40 

場 所 ティラベリ州、ハムダライ地区の視学官事務所 

面会者 ハムダライ地区視学官 

調査団 原団長、梅宮団員、伊藤団員、丸山団員 

・ 現在、担当地区には契約教員が多く存在する。契約教員は地区への帰属意識も低く、教員の職業に
誇りをもっているわけでもないため、モチベーションが低いという課題がある。 

・ また、中退率の高さもこの地区が抱える課題である。特に今年は 800 名近くの生徒が中退しており、
問題は深刻である。その原因は、教師の教え方の問題、食糧不足による引っ越し、親の学校に対す
る不信感などである。特に、親の学校に対する不信感の解消のためには、何らかの啓発活動が必要
であると認識している。 

・ 視学官と COGES 連合は良い連携関係にある。COGES 連合を通じて確認された各学校における問題点
が視学官に報告されている。また、COGES 連合は親の教育に対するオーナーシップを向上し、フォ
ーラムを通じて就学児童数の増加を実現している。 
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日 時 2010 年 2 月 3日（水）13:40～14:50 

場 所 ティラベリ州、ンドゥンガ地区 

面会者 ンドゥンガ地区 COGES 連合メンバー 

調査団 原団長、梅宮団員、伊藤団員、丸山団員 

・ COGES 連合が設立して間もないため（1年前に設立）、自身の能力強化等の研修が必要である。 
・ フォーラムの方針であるキャンペーンは女子就学の促進であるが、必ずしも促進しきれていない面
もある。特に女子は家庭での家事手伝いや食料集めなどが期待されているなど、就学を妨げる要因
が多数存在するためである。 

・ 所属する COGES のなかには COGES 連合への参加料を支払うことが困難な COGES もあるなど、課題も
散見される。 

・ コミューン、米販売会社、個人からの寄付も受けている。 
・ COGES 連合とローカル COGES の関係性については、担当地区を 2 つに分けて管理している。個別の
COGES への訪問も必要に応じて行っている（月 1回程度）。 

・ 次回の総会には近隣の他の COGES 連合も招待し情報共有・意見交換をしたいと考えている。 

 

日 時 2010 年 2 月 3日（水）15:00～15:30 

場 所 ティラベリ州、ンドゥンガ地区 

面会者 ンドゥンガ小学校 COGES メンバー 

調査団 原団長、梅宮団員、伊藤団員、丸山団員 

・ COGES によって教室が改築され、その結果就学児童数が増えるなど、COGES の設立・運営に伴う成
果が出ている。 

・ COGES では中退した子どもの親に対して、中退の理由の聞き取りや説得を行っている。 

 

日 時 2010 年 2 月 3日（水）15:30～16:30 

場 所 ティラベリ州、ンドゥンガ地区視学官事務所 

面会者 ンドゥンガ地区視学官、COGES 担当官、指導主事 

調査団 原団長、梅宮団員、伊藤団員、丸山団員 

・ COGES のモニタリングに関し、視学官のタームズ・オブ・レファレンス（TOR）に新たに付与するこ
とは可能であると考えている。 

・ 現在、ンドゥンガ地区には 11 の COGES 連合と約 400 校の小学校が存在する。5 名の視学官、11 名
の教育指導主事（Sector Advisor）、1名の COGES 担当官でカバーしている。 

・ 教育指導主事がCOGESのモニタリングを行う場合には、モニタリングのための能力強化研修が必要。 

 

日 時 2010 年 2 月 5日（金）15:00～16:00 

場 所 国民教育省就学前教育局 

面会者 就学前教育局長 

調査団 原団長、梅宮団員、伊藤団員、丸山団員 

・ 現在の部署は、以前は課（Division）であったが、2年前に局（Direction）に格上げされるなど、
その役割に対する期待が高まってきている。自身は 2009 年 9 月から局長をしている。 

・ 視学官事務所はかつて全国で 4事務所であったが、現在は 5つ増設されているため、合計 9事務所
となっている。 

 



 －173－ 

・ 公的な就学前教育の登録料は以前は 1年当たりおよそ 6,000Fcfa が必要であったが、現在は都市部
で 2,000Fcfa、農村部で 1,000Fcfa となっている。 

・ 政府のみで就学前教育の需要に応えるのは不可能であり、コミュニティ幼稚園は、就学前教育の拡
充のための重要な代替手段である。 

・ 終了時評価の調査団による提言については、コミュニティ幼稚園の戦略策定の必要性を感じてい
る。今後は、コミュニティ幼稚園の普遍化（universalize）をめざしていきたいと考えている。 

・ 幼稚園教員は各コミュニティに選ばれている。幼稚園教員の訓練・研修については、255 名の教員
が研修を受講している。 

・ 現在、世界銀行により、就学前教育の現況調査や国家政策のアクションプラン策定などの 3つの調
査研究が行われている。 

 

日 時 2010 年 2 月 8日（月）13:00～14:30 

場 所 ニアメ市内レストラン（昼食会） 

面会者 Ousmane Samba Mamadou 国民教育省大臣、Hamidou Soumana Diallo 次官補、Marou Amadou
基礎教育総局長、Damana Isaka COGES 推進室長 

調査団 原団長、西本所長、飯村中西部アフリカ第二課長、梅宮団員、三浦専門家、國枝専門家、
金田所員、伊藤団員、丸山団員 

＜プロジェクトについて＞ 

みんなの学校プロジェクトをはじめ JICA が他のドナーの援助と違うところは、自立発展性を重視し

ているところと、現場からの発想ということである。他のドナーの援助プロジェクトのほとんどすべて

は、活動期間の成果を維持できたところはない。一方、日本の支援によるみんなの学校プロジェクトは、

ニジェール自身が自分たちでできることで、すぐに結果がでるような活動を試行し、それを技術移転し

てくれている。COGES 連合や、特に視学官会議や、フォーラム・アプローチがその良い例である。視学

官会議の報告書は毎月、私に届き、それにより現場で何が起こっているのか、戦略を考える源となって

いる。 

＜世銀との関係＞ 

 世銀の政策は、他の国の例をそのまま移転する方式なので、現場での弊害が多い。世銀の提言に沿っ

て導入した契約教員の例がその典型的な例だ。教員給与の予算に占める割合を削減するために、導入を

提言されたが、実施した結果、現在は教員の 8割を契約教員が占めるようになり、彼らの問題が、ニジ

ェールの教育開発の弊害として最たるものになっている。まず、その質、モチベーションの低さ等は、

ニジェールの教育開発の最大の問題である。また、学校レベルへの権限の委譲であるが、5、6 年前に

行った補助金では、補助金の供与が、機能していた COGES をだめにした。補助金の横領で逮捕者も出て

いる。大事なことは、試行期間を設け、問題点と教訓を洗い出し、最善の形をつくりだしたうえで、普

及していくことだ。このような漸進主義も、みんなの学校プロジェクトが身をもって示してくれた。 

＜補助金パイロット活動＞ 

補助金についても、漸進主義で行いたい。まず、小地域で、パイロット的な活動を行い、その結果を

もって、広げていきたいと考えている。 
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